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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載しており

ません。 

３．第43期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第  42  期 第  43  期 第  44  期 第  45  期 第  46  期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 百万円 281,081 331,753 336,516 331,094 332,885 

経常利益 百万円 23,786 33,908 34,372 30,836 26,686 

当期純利益 百万円 12,726 18,931 18,530 17,224 15,703 

純資産額 百万円 338,533 354,908 373,759 389,606 375,832 

総資産額 百万円 694,769 691,882 654,424 660,224 718,865 

１株当たり純資産額 円 3,381.21 3,543.92 3,732.22 3,890.51 3,950.49 

１株当たり当期純利益 円 127.11 188.24 184.23 171.19 162.73 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
円 － － － － － 

自己資本比率 ％ 48.7 51.3 57.1 59.0 52.3 

自己資本利益率 ％ 3.8 5.5 5.1 4.5 4.1 

株価収益率 倍 64.8 29.3 40.2 40.9 42.0 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 62,805 84,591 61,213 59,915 59,169 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 △114,264 △27,807 △34,540 △21,110 △63,587 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 23,012 △33,453 △59,226 △9,830 30,158 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
百万円 38,846 62,181 29,619 58,577 84,328 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
人 

3,514 

[13,208] 

3,731 

[14,546] 

3,715 

[15,480] 

3,695 

[16,858] 

3,676 

[17,437] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載しており

ません。 

３．第42期の１株当たり配当額19円は、東京ディズニーシー及び東京ディズニーシー・ホテルミラコスタの開業

記念配当５円を含んでおります。 

４．第43期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第  42  期 第  43  期 第  44  期 第  45  期 第  46  期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 百万円 250,246 275,787 276,898 271,435 272,039 

経常利益 百万円 23,292 27,406 29,680 30,780 24,950 

当期純利益 百万円 12,458 15,703 18,036 19,811 16,680 

資本金 百万円 63,201 63,201 63,201 63,201 63,201 

発行済株式総数 株 100,122,540 100,122,540 100,122,540 100,122,540 100,122,540 

純資産額 百万円 342,722 355,870 374,225 392,426 379,620 

総資産額 百万円 683,396 675,785 645,578 654,511 715,629 

１株当たり純資産額 円 3,423.05 3,553.52 3,736.87 3,918.68 3,990.31 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当

額) 

円 

（円） 

19.00 

(7.00) 

24.00 

(12.00) 

29.00 

(14.00) 

35.00 

(15.00) 

45.00 

(20.00) 

１株当たり当期純利益 円 124.43 156.00 179.30 197.03 172.89 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
円 － － － － － 

自己資本比率 ％ 50.1 52.7 58.0 60.0 53.0 

自己資本利益率 ％ 3.7 4.5 4.9 5.2 4.3 

株価収益率 倍 66.2 35.3 41.3 35.5 39.5 

配当性向 ％ 15.27 15.38 16.17 17.76 26.03 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者

数] 

人 
2,398 

[11,450] 

2,339 

[11,864] 

2,262 

[12,409] 

2,160 

[12,483] 

2,136 

[12,668] 



２【沿革】 

昭和35年７月 千葉県浦安沖の海面を埋立て、商業地・住宅地の開発と大規模レジャー施設の建設を行い、国

民の文化・厚生・福祉に寄与することを目的として、資本金２億5,000万円にて株式会社オリ

エンタルランドを設立いたしました。 

37年７月 千葉県と「浦安地区土地造成事業及び分譲に関する協定」を締結いたしました。 

39年９月 浦安沖の海面埋立造成工事を開始いたしました。 

45年３月 千葉県から当社への埋立地（レジャー施設用地及び住宅用地）の分譲が開始されました。 

47年12月 千葉県から分譲を受けた埋立地（住宅用地）の販売を開始いたしました。 

50年11月 浦安沖の海面埋立造成工事を完了いたしました。 

54年４月 米国法人ウォルト・ディズニー・プロダクションズ（現ディズニー・エンタプライゼズ・イン

ク）との間に、「東京ディズニーランド」のライセンス、設計、建設及び運営に関する業務提

携の契約を締結いたしました。 

55年12月 浦安町舞浜地区（現浦安市舞浜）において「東京ディズニーランド」の建設に着工いたしまし

た。 

58年４月 「東京ディズニーランド」を開業いたしました。 

平成４年10月 「東京ディズニーランド」に６番目のテーマランド「クリッターカントリー」を新設いたしま

した。 

８年４月 「東京ディズニーランド」に７番目のテーマランド「トゥーンタウン」を新設いたしました。

４月 ディズニー・エンタプライゼズ・インクとの間に、「東京ディズニーシー」及び「東京ディズ

ニーシー・ホテルミラコスタ」のライセンス、設計、建設及び運営に関する業務提携の契約を

締結いたしました。 

６月 当社の100％出資による子会社「株式会社舞浜リゾートホテルズ」を設立いたしました。 

12月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場いたしました。 

９年４月 当社の100％出資による子会社「株式会社舞浜リゾートライン」を設立いたしました。 

10年８月 浦安市舞浜において「イクスピアリ」及び「ディズニーアンバサダーホテル」の建設に着工い

たしました。 

９月 ディズニー・エンタプライゼズ・インクとの間に、「ディズニーアンバサダーホテル」のライ

センス、建設及び運営に関する業務提携の契約を締結いたしました。 

10月 ディズニー・エンタプライゼズ・インクとの間に、「ディズニーリゾートライン」のライセン

ス、設計、建設及び運営に関する業務提携の契約を締結いたしました。また、浦安市舞浜にお

いて株式会社舞浜リゾートラインが「ディズニーリゾートライン」の建設に着工いたしまし

た。 

10月 浦安市舞浜において「東京ディズニーシー」及び「東京ディズニーシー・ホテルミラコスタ」

の建設に着工いたしました。 

11年３月 当社の100％出資による子会社「株式会社イクスピアリ」を設立いたしました。 

12年７月 「イクスピアリ」及び「ディズニーアンバサダーホテル」を開業いたしました。 

13年７月 「ディズニーリゾートライン」を開業いたしました。 

９月 「東京ディズニーシー」及び「東京ディズニーシー・ホテルミラコスタ」を開業いたしまし

た。 

14年４月 ウォルト・ディズニー・インターナショナル・ジャパン株式会社より「株式会社リテイルネッ

トワークス」の株式を取得し、当社の100％子会社といたしました。 

 ザ・ディズニーストア・インク（現ディズニー・クレジット・カード・サービス・インク）と

株式会社リテイルネットワークスとの間に、日本国内における「ディズニーストア」の運営及

びライセンスに関する業務提携の契約を締結し、承継した店舗において営業を開始いたしまし

た。 

 17年１月 ディズニー・エンタプライゼズ・インクとの間に、「東京ディズニーランドホテル」のライセ

ンス、設計、建設及び運営に関する業務提携の契約を締結いたしました。 

２月 「パーム＆ファウンテンテラスホテル」を開業いたしました。 

３月 シルク・ドゥ・ソレイユ・インク及びディズニー・エンタプライゼズ・インクとの間に、「シ

ルク・ドゥ・ソレイユ」専用常設劇場（名称未定）の設計、建設、運営及びショーに関する業

務提携の契約を締結いたしました。 



３【事業の内容】 

 当社及び当社の関係会社は、提出会社、連結子会社19社、関連会社４社及びその他の関係会社２社で構成されてお

り、テーマパーク及び複合型商業施設等の経営・運営を主な事業としております。 

 当連結会計年度における、事業の種類別セグメントの主な事業内容及び各事業に携わっている主要な関係会社等

は、次のとおりになっております。 

 （注）１．「主要な関係会社等」欄に記載している会社名及び会社数は、当社を除き全て連結子会社です。 

２．イクスピアリは、ショップ＆レストラン、シネマコンプレックス、キャンプ・ネポス等で構成された施設で

あります。 

３．キャンプ・ネポスは、お子様を対象に、想像力を喚起する独自のプログラムを提供する施設であります。 

 主な事業の系統は、次の図のとおりであります。 

事業の種類別セグメント 主な事業内容 主要な関係会社等（注１）

テーマパーク事業 
テーマパークの経営・運営 ㈱オリエンタルランド（当社）

東京ディズニーシー・ホテルミラコスタの経営・運営 ㈱舞浜リゾートホテルズ 

複合型商業施設事業 

イクスピアリの経営・運営（注２） ㈱イクスピアリ 

ディズニーアンバサダーホテルの経営・運営 ㈱舞浜リゾートホテルズ 

キャンプ・ネポスの経営（注３） ㈱オリエンタルランド（当社）

リテイル事業 日本国内におけるディズニーストアの経営・運営 ㈱リテイルネットワークス 

その他の事業 

パーム＆ファウンテンテラスホテルの経営 ㈱舞浜リゾートライン 

モノレールの経営・運営 〃 

グループ内従業員食堂の運営 ㈱ベイフードサービス 

テーマレストランの経営・運営 ほか ㈱アールシー・ジャパン ほか14社



４【関係会社の状況】 

(1）連結子会社 

 （注） 株式会社舞浜リゾートラインは債務超過会社で、債務超過の額は平成18年３月末時点で5,847百万円となって

おります。 

(2）持分法適用関連会社 

合計４社。 

(3）その他の関係会社 

 （注）１．上記関係会社は、いずれも有価証券報告書を提出しております。 

２．議決権の被所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数となっております。 

３．議決権の被所有割合の［ ］内は、同意している者（信託設定分）の所有割合で外数となっております。 

４．京成電鉄株式会社の当社に対する議決権の間接所有2.14％は、京成電鉄株式会社の子会社であります京成開

発株式会社及び京成不動産株式会社等の当社議決権の所有割合を合計したものであります。 

５．三井不動産株式会社の当社に対する議決権の間接所有0.02％は、三井不動産株式会社の子会社であります三

井ホーム株式会社及びファースト・ファシリティーズ株式会社の当社議決権の所有割合を合計したものであ

ります。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主な事業内容 
議決権の
所有割合 
（％） 

役員の
兼任 
（人） 

資金援助 
(貸付金) 
（百万円） 

関係内容 

㈱舞浜リゾートホ

テルズ 
千葉県浦安市 450 

ホテルの経

営・運営 
100 ７ － 

当社が賃貸した

資産（建物）で

事業を展開 

㈱舞浜リゾートラ

イン 
千葉県浦安市 3,000 

ホテルの経営

及びモノレー

ルの経営・運

営 

100 １ 41,505 

当社が賃貸した

資産（土地）で

事業を展開 

㈱イクスピアリ 千葉県浦安市 450 
イクスピアリ

の経営・運営 
100 ７ － 

当社が賃貸した

資産（建物）で

事業を展開 

㈱リテイルネット

ワークス 
東京都目黒区 250 

日本国内にお

けるディズニ

ーストアの経

営・運営 

100 ７ 915 
チケット販売委

託 

その他15社 － － － － － － － 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主な事業内容 
議決権の
被所有割
合（％） 

役員の
兼任 
（人） 

資金援助 
(貸付金) 
（百万円） 

関係内容 

京成電鉄㈱ 東京都墨田区 36,803 
鉄道事業及び

不動産業 

22.58 

(2.14) 

[0.97] 

２ － 
同社からの不動

産賃借ほか 

三井不動産㈱ 東京都中央区 174,296 不動産業 

15.98 

(0.02) 

[0.45] 

２ － 

東京ディズニー

ランド・オフィ

シャルスポンサ

ーへの参加ほか 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数には、嘱託社員235人、連結会社から連結会社外への出向社員12人は含めておらず、連結会社外か

ら連結会社への出向社員12人は含めております。 

２．（ ）内には外数で当連結会計年度の平均臨時雇用者数を記載しております。なお、臨時雇用者数につきま

しては、総労働時間を社員換算して算出しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．平均年間給与は税込支払給与額であり、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

２．従業員数には、嘱託社員59人、当社からの出向社員211人は含めておらず、当社への出向社員１人は含めて

おります。 

３．（ ）内には外数で当事業年度の平均臨時雇用者数を記載しております。なお、臨時雇用者数につきまして

は、総労働時間を社員換算して算出しております。 

(3）労働組合の状況 

 当社の労働組合はＯＦＳ（登記上の名称は「オリエンタルランド・フレンドシップ・ソサエティー」）と称し、

平成18年３月31日現在組合員数は1,938人で、ゼンセン同盟に加盟しております。なお、連結子会社につきまして

は現在労働組合は組成されておりません。労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

テーマパーク事業 2,343 (13,012)  

複合型商業施設事業 509 (   880)  

リテイル事業 299 (   854)  

その他の事業 525 ( 2,691)  

合計 3,676 (17,437)  

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

2,136 (12,668) 40.5 16.4 7,630,265 



第２【事業の状況】 

 以下の記載金額に消費税等は含まれておりません。 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当社グループでは、主力のテーマパーク事業において、東京ディズニーシーに新アトラクション「レイジングスピ

リッツ」を導入したほか、２つのテーマパークで積極的にスペシャルイベントを実施いたしました。また、２つのデ

ィズニーホテルやイクスピアリなどの各施設においてもそれぞれの特長や季節の商材を活かした営業施策を行い、テ

ーマリゾートとしての魅力を提供いたしました。                                 

 しかしながら、2005年３月から９月まで開催された愛知万博や、冬期の記録的な寒さなどの影響により、２つのテ

ーマパーク合計の入園者数は減少いたしました。 

 これらの結果、当連結会計年度の売上高は332,885百万円（前期比0.5％増）、営業利益は30,604百万円（同11.4％

減）、経常利益は26,686百万円（同13.5％減）、当期純利益は15,703百万円（同8.8％減）となりました。 

 （テーマパーク事業） 

 東京ディズニーランドでは、４月から1950年代のアメリカにタイムスリップして当時を楽しむ「ディズニー・ロッ

ク・アラウンド・ザ・マウス」、７月から例年好評をいただいております「ブレイジング・リズム」、１月からはデ

ィズニーのプリンセスをテーマにした「ディズニー・プリンセス・デイズ」など、１年を通じて様々なスペシャルイ

ベントを展開いたしました。 

 東京ディズニーシーでは、開園後初となる、崩れかかった古代神の石像の発掘現場を猛スピードで駆け抜けるロー

ラーコースタータイプの新アトラクション「レイジングスピリッツ」を７月にオープンいたしました。そのほか、４

月には映画『リトル・マーメイド』のアリエルに会えるキャラクターグリーティング施設「アリエルのグリーティン

ググロット」が登場いたしました。また、５月からディズニー映画『アラジン』でお馴染みのアラジンやジーニーと

ディズニーの仲間たちが新たな冒険を展開するスペシャルイベント「アラジンのホールニューワールド」、２月から

は今回で最終公演となる「ディズニー・リズム・オブ・ワールド」などを実施したほか、新たな試みとして、１月に

は夜間特別営業として「東京ディズニーシー・クラブナイト“ベイサイド・ビート”」を開催いたしました。 

 商品販売では、東京ディズニーランドにおいて、ゲスト自身が身につけてパーク体験をお楽しみいただくファンキ

ャップやカチューシャのほか、お子様を対象としたレギュラーショー「スーパードゥーパー・ジャンピンタイム」で

使用されているハンドパペットなど、レギュラー商品の販売が好調に推移いたしました。東京ディズニーシーにおい

ては、スペシャルイベント関連商品を多数販売いたしました。なかでも、ゲームに挑戦するとスペシャルグッズがも

らえるゲームワゴンを新たな施策として実施し、大変好評を博しました。 

 飲食販売では、東京ディズニーランドにおいて、2005年２月から２つのレストランでスタートした新しいランチシ

ョーが大変好評を博しました。東京ディズニーシーにおいては、スペシャルイベントに連動したセットメニューの販

売が好調に推移したほか、新アトラクション「レイジングスピリッツ」の隣にカウンターサービスのレストラン「ロ

ストリバークックハウス」、「アリエルのグリーティンググロット」の隣にフードワゴン「グロットグッディーズ」

がオープンし、たくさんのゲストにご利用頂きました。 

 しかしながら、2005年３月から９月まで開催された愛知万博や、冬期の記録的な寒さなどの影響により２つのテー

マパーク合計の入園者数は24,766千人（前期比1.0％減）となりました。  

 なお、テーマパークのゲスト一人当たり売上高は約9,220円（同0.5％増）となりました。これは、商品販売におい

て東京ディズニーランドではレギュラー商品が、東京ディズニーシーではスペシャルイベントに連動した商品の売上

が好調だったことなどが主な要因です。 

 東京ディズニーシー・ホテルミラコスタでは、４月から７月にかけて、開園30分前から東京ディズニーシーに入園

することができる、ディズニーホテル宿泊者限定のスペシャルプログラム「東京ディズニーシー・アーリーエントリ

ー」を実施したほか、ホテル内のレストランにおいて東京ディズニーシーのイベントと連動したスペシャルメニュー

の提供を積極的に展開いたしました。 

 以上の結果、テーマパーク事業の売上高は276,281百万円（同0.0％減）となりました。また、費用において、商

品・飲食の原価率が低減した一方、準社員人事制度変更などによる人件費や、施設更新関連費が増加したことなどに

より、営業利益は26,294百万円（同9.2％減）となりました。 



 （複合型商業施設事業） 

 イクスピアリでは、開業５周年を迎え４月より「Find Your Style！」をテーマとしたこだわりのライフスタイル

の提案や、様々なイクスピアリ独自のイベントを開催したほか、テナントの入れ替えを実施いたしました。また、９

月にシネマコンプレックス「AMCイクスピアリ 16」の営業権を取得し、３月より名称も「シネマイクスピアリ」に変

更いたしました。 

 ディズニーアンバサダーホテルでは、開業５周年を祝うイベント「ディズニーアンバサダーホテル“Gala”５

th アニバーサリー」を一年間にわたり開催いたしました。また、４月から７月にかけてディズニーホテル宿泊者限

定のプログラム「東京ディズニーシー・アーリーエントリー」を実施したほか、ホテル内のレストランにおいて東京

ディズニーランドのイベントに連動したスペシャルメニューの提供を積極的に展開いたしました。 

 以上の結果、複合型商業施設事業の売上高は22,765百万円（前期比2.4％増）となりましたが、シネマイクスピア

リの運営費用が発生したことなどから、営業利益は1,989百万円（同14.7％減）となりました。 

（リテイル事業） 

 全国のディズニーストアにおいては、積極的な商品開発や効率的かつサービスレベルの高い店舗運営、来店喚起を

狙った販売促進活動、新規市場の開拓に取り組んでまいりました。スティッチやミニーマウスなど人気キャラクター

をモチーフにしたプロモーション商品の積極的な投入や、購入金額に応じたポイントによりオリジナルのプレミアム

グッズやお買い物に利用可能な仕組みとした会員制度「Fantamiliar」を2006年２月より導入いたしました。また４

月に「町田109店」、８月に「札幌ピヴォ店」、そして９月に「天王寺ミオ店」、11月に「川口アリオ店」を新たに

オープンさせた一方で、同商圏内での店舗移動による１店舗の退店を行うなど、より高効率の店舗展開を行うべくス

クラップ＆ビルドに取り組み、合計店舗数は52となりました。 

 しかしながら、主要なターゲットの一つであるOL・女子大生のニーズと展開している商品が合致せず、来店客数が

減少したことなどにより、リテイル事業の売上高は21,466百万円（前期比10.4％減）となりました。また、売上減少

に伴う発注数量の減少や、マークダウンの増加などに伴う商品原価率の上昇などにより、営業利益は930百万円（同

69.4％減）となりました。 

（その他の事業） 

 ホテル事業では、2005年２月に開業したパーム＆ファウンテンテラスホテルが年間を通じて業績に寄与いたしまし

た。またモノレール事業では、ディズニーリゾートラインにおいて、東京ディズニーリゾートを訪れた多くのゲスト

に引き続きご利用いただきました。 

 以上の結果、その他の事業の売上高は12,372百万円（前期比44.4％増）となりましたが、パーム＆ファウンテンテ

ラスホテルの営業費用が増加したことや、知的財産権ビジネスにおけるアニメーション制作費用が増加したことなど

により、営業利益は1,173百万円（対前期1,254百万円増）となりました。 

(2) キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、営業活動によって得られたキャッシュを、東京ディズ

ニーリゾート各施設への新規投資や更新改良投資の資金及び有利子負債の返済に充当したことや、社債の発行により

調達した資金で一時的に運用資産を購入したことなどにより、期初残高から25,751百万円増加し、84,328百万円とな

りました。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度は、前期に比べて税金等調整前当期純利益は減少いたしました。また、法人税等や消費税等の支払

いなどが減少いたしました。 

 これらの結果、営業活動によるキャッシュ・フローは、59,169百万円（対前期745百万円減）となりました。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、社債の発行により調達した資金で一時的に運用資産を購入したため、有価

証券の取得による支出は増加いたしました。また、前期に引き続き東京ディズニーリゾート各施設への新規投資や更

新改良投資をいたしましたが、前期と比べて設備投資による支出は減少いたしました。 

 これらの結果、投資活動によるキャッシュ・フローは、△63,587百万円（対前期42,477百万円減）となりました。

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の発行による収入が増加したほか、前期と比べて借入金の返済や社債

の償還による支出は減少したことなどにより、30,158百万円（対前期39,989百万円増）となりました。 



２【販売の状況】 

(1）テーマパーク事業 

（東京ディズニーランド及び東京ディズニーシーの入園者数） 

(2）複合型商業施設事業 

(3）リテイル事業 

区分 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

テーマパーク事業（百万円） 276,281 ( 83.0％) 100.0 

複合型商業施設事業（百万円） 22,765 (  6.8％) 102.4 

リテイル事業（百万円） 21,466 (  6.5％) 89.6 

その他の事業（百万円） 12,372 (  3.7％) 144.4 

合計（百万円） 332,885 (100.0％) 100.5 

区分 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

アトラクション・ショー収入

（百万円） 
121,288 ( 43.9％) 99.3 

商品販売収入（百万円） 89,203 ( 32.3％) 100.1 

飲食販売収入（百万円） 50,534 ( 18.3％) 100.2 

ホテル収入（百万円） 14,637 ( 5.3％) 102.3 

その他の収入（百万円） 619 ( 0.2％) 167.9 

合計（百万円） 276,281 (100.0％) 100.0 

区分 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

入園者数（千人） 24,766  99.0 

区分 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

ホテル収入（百万円） 13,670 ( 60.0％) 100.2 

直営店舗収入（百万円） 3,685 ( 16.2％) 100.7 

不動産賃貸収入（百万円） 3,365 ( 14.8％) 89.7 

その他の収入（百万円） 2,043 ( 9.0％) 174.0 

合計（百万円） 22,765 (100.0％) 102.4 

区分 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

リテイル収入（百万円） 21,466 ( 100.0％) 89.6 

合計（百万円） 21,466 ( 100.0％) 89.6 



(4）その他の事業 

＜参考情報＞ 

（ホテル収入内訳） 

 （注） 上記の金額は、テーマパーク事業及び複合型商業施設事業のホテル収入を合算した内訳であります。 

３【対処すべき課題】 

 今後の経済情勢につきましては、国内民需が堅調な伸びを見せており、内需主導の景気拡大が続く傾向と見られま

す。また、個人消費や雇用動向に加え物価の動向にも改善の兆しが見られ、デフレ脱却へ向けた最終局面を迎えてい

るとの見方も広がっております。 

 しかしながら、米国経済をはじめとする海外経済の減速や原油価格の高まり、企業収益の伸びがゆるやかになるこ

となどの懸念材料が存在していることや、本年から始まる定率減税の縮小による個人消費の減速も懸念されており、

今後の動向を注視していく必要があります。 

 遊園地・レジャーランド業界におきましても、そのような不安定な個人消費の動向や少子高齢化などの影響も考え

られることから、引き続き楽観できない状態が続くものと思われます。 

 このような状況のなか、今後当社グループはさらなる成長を目指し、中長期的な経営戦略として以下の３つに注力

してまいります。 

 ① 東京ディズニーリゾートの“デスティネーション・リゾート”化の推進  

 ② 東京ディズニーリゾート外事業の拡大 

 ③ OLCグループマネジメントの強化 

 東京ディズニーリゾートの“デスティネーション・リゾート”化の推進に向けては、日帰りでテーマパークを楽し

んだり、映画や食事に訪れたり、ホテルに泊まってリゾートを満喫したりと、あらゆるお客様が様々な目的で東京デ

ィズニーリゾートを訪れ、その誰もが「また来たい」と感じて何度も訪れたくなる目的地にするために、新たな施設

やサービスの充実を図ってまいります。 

 テーマパークにおきましては、東京ディズニーシーにおいて、本年７月から、開園５周年を祝うイベントを開催

し、ニューデイタイム・ハーバーショー「レジェンド・オブ・ミシカ」、そして９月には新アトラクション「タワ

ー・オブ・テラー」を導入するほか、パークのいたるところでお祝いのプログラムを繰り広げます。一方、東京ディ

ズニーランドでは、既存施設の積極的な入れ替えやリニューアルなどにより新しい魅力を提供いたします。2010年３

月期にはディズニー／ピクサー映画『モンスターズ・インク』の世界が体験できる新しいアトラクションを導入する

予定となっております。このように、２つのテーマパークそれぞれの魅力度とキャパシティを向上することで、さら

なる集客を目指してまいります。 

区分 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

ホテル事業（百万円） 3,663 ( 29.6％) 760.4 

モノレール事業（百万円） 2,642 ( 21.4％) 101.1 

グループ内従業員食堂運営事業

（百万円） 
2,374 ( 19.2％) 101.9 

その他（百万円） 3,691 ( 29.8％) 117.4 

合計（百万円） 12,372 (100.0％) 144.4 

区分 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

宿泊収入（百万円） 16,697 ( 59.0％) 98.9 

宴会収入（百万円） 6,375 ( 22.5％) 102.4 

料飲収入ほか（百万円） 5,234 ( 18.5％) 107.9 

合計（百万円） 28,307 (100.0％) 101.3 



 テーマパーク以外では、2009年３月期にディズニーアンバサダーホテル、東京ディズニーシー・ホテルミラコスタ

に続き、３番目のディズニーホテルとなる東京ディズニーランドホテルの開業と、シルク・ドゥ・ソレイユ社ならび

にディズニー社との共同プロジェクトによる「シルク・ドゥ・ソレイユ」専用の常設劇場の開設を予定しておりま

す。  

 東京ディズニーリゾート外事業におきましては、ディズニーストアにおいて顧客属性などを考慮し、より嗜好・ニ

ーズにマッチした商品開発、マーケティング・販売体制の強化に取り組んでまいります。 

 以上のように、当社グループの「心の活力創造事業」という事業ドメインに則り、人々に「夢・感動・喜び・やす

らぎ」を提供する事業への進出を検討し、事業基盤の舞浜一極集中の緩和を図ることで、さらなる成長・拡大を目指

してまいります。 

 事業戦略のほかに、経営・組織面としては、「人を大切にする経営」の具現化のための各施策の検討やOLCグルー

プ全体における内部統制（リスクマネジメント、コンプライアンス、財務情報の適正開示など）への着実な対応、お

よび継続的な企業イメージの向上に努めてまいります。人事面としては、人材のパフォーマンスを最大化することを

目的とした人事制度のもと、人材教育のさらなる強化、優秀な人材の確保などを推進してまいります。 

 これらにより、当社グループは、高キャッシュ・フローを創出し、グループ企業価値の最大化を図っていくこと

で、皆さまのご期待に応えていきたいと考えております。 

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、主に次のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、当有価証券報告書

提出日（平成18年６月29日）現在において、当社グループが判断したものであります。 

(1) 天候による影響 

  当社グループの主要事業であるテーマパーク事業は、天候要因（天気・気温など）により入園者数が変動しやすい

事業であります。このため、悪天候が長期に及ぶ場合、入園者数の減少により当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。 

(2) 災害などによる影響 

  当社グループの事業基盤はほぼ舞浜に集中しているため、舞浜地区に大地震や火災、洪水などの災害が発生した場

合の影響が考えられます。東京ディズニーリゾート各施設につきましては安全性に十分配慮しているものの、災害発

生時には施設や交通機関への被害、レジャーに対する消費マインドの冷え込みなどが想定されることから、一時的な

入園者数の減少により当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 製品の不具合などによる影響について 

 当社グループの主要事業であるテーマパーク事業の製品（アトラクション、商品、食品など）に万一の事故（アト

ラクション事故、製造物責任、異物混入など）があり、顧客であるゲストに重大な危害が加わる事態が発生した場合

には、安全を最優先する当社グループへの信頼の低下、ブランド価値の毀損及び訴訟などの多額の費用負担などによ

り、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4) 社内情報の取り扱いについて 

 当社グループは、事業遂行に関連し顧客の情報や営業上の秘密情報などを保有しているため、それらが容易に漏洩

することのないよう、社内ネットワークに関する監視強化や情報へのアクセスの制限など、取り扱いには十分留意し

ております。しかしながら、社内情報に関し外部からのハッキング、社内データベースの悪用、漏洩、改ざんなどと

いった予期せぬ事態が万が一発生した場合、当社グループへの信頼の低下や、訴訟などの多額の費用負担などが発生

し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。  



５【経営上の重要な契約等】 

 （注）１．「東京ディズニーランド」、「東京ディズニーシー」、「東京ディズニーシー・ホテルミラコスタ」、「デ

ィズニーアンバサダーホテル」、「ディズニーリゾートライン」及び「東京ディズニーランドホテル」に関

するロイヤルティーは、ディズニー・エンタプライゼズ・インクと当社との間の契約に定められた一定料率

にしたがって支払っております。 

２．「ディズニーストア」に関するロイヤルティーは、ディズニー・クレジット・カード・サービス・インクと

㈱リテイルネットワークスとの間の契約に定められた一定料率にしたがって支払っております。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

契約会社 相手先 国名 契約内容 契約期間 

提出会社 

ディズニー・エン

タプライゼズ・イ

ンク 

米国 

「東京ディズニーランド」のライセン

ス、設計、建設及び運営に関する業務

提携 

昭和54年４月30日から「東京ディズニーシー」開

園日の20年後まで。 

ただし、各当事者は５回にわたり、さらに５年間

ずつ延長することができる。 

   

「東京ディズニーシー」のライセン

ス、設計、建設及び運営に関する業務

提携 

平成８年４月30日から「東京ディズニーシー」開

園日の20年後まで。 

ただし、各当事者は５回にわたり、さらに５年間

ずつ延長することができる。 

   

「東京ディズニーシー・ホテルミラコ

スタ」のライセンス、設計、建設及び

運営に関する業務提携 

「東京ディズニーシー」に関する契約と同期間。 

   

「ディズニーアンバサダーホテル」の

ライセンス、建設及び運営に関する業

務提携 

平成10年９月30日から「東京ディズニーシー」開

園日の20年後まで。 

ただし、各当事者は５回にわたり、さらに５年間

ずつ延長することができる。 

   

「ディズニーリゾートライン」のライ

センス、設計、建設及び運営に関する

業務提携 

平成10年10月６日から「東京ディズニーシー」開

園日の20年後まで。 

ただし、各当事者は５回にわたり、さらに５年間

ずつ延長することができる。 

   

「東京ディズニーランドホテル」のラ

イセンス、設計、建設及び運営に関す

る業務提携 

平成17年１月31日から「東京ディズニーシー」開

園日の20年後まで。 

ただし、各当事者は５回にわたり、さらに５年間

ずつ延長することができる。 

提出会社 

シルク・ドゥ・ソ

レイユ・インク 

ディズニー・エン

タプライゼズ・イ

ンク 

カナダ 

  

米国 

  

  

「シルク・ドゥ・ソレイユ」専用常設

劇場（名称未定）の設計、建設、運営

及びショーの上演に関する業務提携 

平成17年３月22日から「シルク・ドゥ・ソレイ

ユ」専用常設劇場（名称未定）開業日の12年後ま

で。 

㈱リテイルネッ

トワークス 

ディズニー・クレ

ジット・カード・

サービス・イン

ク  

米国 

日本国内における「ディズニースト

ア」の運営及びライセンスに関する業

務提携 

（自 平成14年４月１日 

至 平成34年３月31日） 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 (1) 財政状態  

（資産の部） 

 当連結会計年度末の資産の部合計は、718,865百万円（前期末比8.9％増）となりました。 

  流動資産は、３月に第７回（30,000百万円）、第８回（20,000百万円）無担保社債の発行により調達した資金を、

一時的に有価証券などで運用したことなどにより135,061百万円（同50.7％増）となりました。 

  固定資産は、新規アトラクションの建設が進捗したものの、東京ディズニーリゾート各施設の減価償却で有形固定

資産は減少しました。しかしながら保有する有価証券の時価上昇などに伴い、投資有価証券が増加したことなどによ

り583,786百万円（同2.3％増）となりました。 

（負債の部） 

 当連結会計年度末の負債の部合計は、342,919百万円（前期末比26.8％増）となりました。 

  流動負債は、第５回無担保社債（10,000百万円）を償還した一方、第２回無担保社債（30,000百万円）の固定負債

からの振替があったことなどにより、96,833百万円（同27.9％増）となりました。 

  固定負債は、第２回無担保社債の流動負債への振替があった一方、６月に実施した自己株式取得の資金手当てのた

めの長期借入金（31,000百万円）が増加したことや、３月に発行した第７回、第８回無担保社債により社債が増加し

たことなどにより、246,086百万円（同26.3％増）となりました。 

  なお、当連結会計年度末の有利子負債残高は266,944百万円（同31.9％増）となりました。 

（資本の部） 

  当連結会計年度末の資本の部合計は、利益剰余金が増加したものの、自己株式の取得に伴う減少などにより

375,832百万円（前期末比3.5％減）となり、株主資本比率は52.3％（対前期末6.7ポイント減）となりました。 

 (2) 経営成績 

（売上高） 

  テーマパーク事業において、ゲスト一人当たり売上高は前年同期を上回ったものの、入園者数が減少したことによ

り売上高が減少いたしました。しかしながら昨年２月に開業したパーム＆ファウンテンテラスホテルが年間を通じて

業績に寄与したほか、複合型商業施設事業において、シネマイクスピアリの収入が増加したことなどから売上高は

332,885百万円（前期比0.5％増）となりました。 

（営業利益） 

  売上原価は、パーム＆ファウンテンテラスホテルの営業費用が増加したことや、テーマパーク事業において、準社

員人事制度変更などによる人件費が増加したことなどにより、269,680百万円（前期比1.8％増）となりました。 

  販売費及び一般管理費は、組織改正に伴う区分変更による人件費の増加などにより、32,600百万円（同3.4％増）

となりました。 

  以上の結果、営業利益は30,604百万円（同11.4％減）となりました。 

（経常利益） 

  営業外収益は、前年同期に発生したレバレッジドリース投資利益が当期は発生しなかったことなどにより、1,341

百万円（前期比55.5％減）となりました。 

  営業外費用は、開業費償却が減少したことや持分法による投資損失が当期は発生しなかったことなどにより、

5,259百万円（同22.0％減）となりました。 

  以上の結果、経常利益は26,686百万円（同13.5％減）となりました。 

（当期純利益） 

  当期純利益は、退職給付制度の移行に伴い退職給付費用を特別損失に計上したものの、固定資産除却損が当期には

発生しなかったことなどにより、15,703百万円（前期比8.8％減）となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度の設備投資総額は43,129百万円であり、その内訳は、有形固定資産の取得が39,304百万円、無形固

定資産ほかの取得が3,825百万円であります。 

(1) テーマパーク事業 

 当連結会計年度の設備投資総額は39,169百万円であり、その主なものはアトラクション新設及びテーマパーク施設

改修であります。 

 なお、営業に重大な影響を及ぼすような設備の売却、除却等はありません。 

(2) 複合型商業施設事業 

 当連結会計年度の設備投資総額は1,513百万円であり、その主なものはシネマイクスピアリの取得であります。 

 なお、営業に重大な影響を及ぼすような設備の売却、除却等はありません。 

(3) リテイル事業 

 当連結会計年度の設備投資総額は589百万円であり、その主なものはディズニーストアの新規出店であります。 

 なお、営業に重大な影響を及ぼすような設備の売却、除却等はありません。 

(4) その他の事業 

 当連結会計年度の設備投資総額は1,988百万円であり、その主なものは東京ディズニーランドホテル新設でありま

す。 

 なお、営業に重大な影響を及ぼすような設備の売却、除却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 （注）１．帳簿価額は、建設仮勘定を除く有形固定資産であり、金額に消費税等は含まれておりません。 

２．事業所名欄の「東京ディズニーランド」の「テーマパークサポート施設」とは、「東京ディズニーランド」

及び「東京ディズニーシー」の２つのテーマパークで共有する運営サポートのための施設であり、当該事業

所の帳簿価額欄及び従業員数欄には、これらの施設の帳簿価額、面積及びこれらで勤務する従業員数を含め

て記載しております。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額 従業員数 
(人) 

[外,平均
臨時雇用
者数] 

建物及び
構築物 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

東京ディズニーランド 

（千葉県浦安市） 

テーマパーク

事業 

テーマパーク

及びテーマ 

パークサポー

ト施設 

59,192 11,242 
19,684 

(837,259)
3,437 93,556 

1,381 

[7,913] 

東京ディズニーシー及び東京

ディズニーシー・ホテルミラ

コスタ 

（千葉県浦安市） 

テーマパーク

事業 

テーマパーク

及びホテル 
176,237 44,149 

31,048 

(585,846)
10,960 262,396 

238 

[4,101] 

ディズニーファンタジーほか 

（千葉県浦安市） 

テーマパーク

事業 
商品販売施設 1,537 33 

59 

(4,606)
233 1,864 

25 

[350] 

本社 

（千葉県浦安市） 

テーマパーク

事業 
事務所 1,634 11 

713 

(25,570)
1,369 3,729 

448 

[114] 

イクスピアリ及びディズ 

ニーアンバサダーホテル 

（千葉県浦安市） 

複合型商業施

設事業 

ショップ＆レ

ストラン、シ

ネマコンプ 

レックス、ホ

テル等 

43,703 846 
4,421 

(117,509)
287 49,259 

－ 

 [－]



３．事業所名欄の「東京ディズニーシー及び東京ディズニーシー・ホテルミラコスタ」のうち「東京ディズニー

シー・ホテルミラコスタ」については、提出会社の100％子会社である㈱舞浜リゾートホテルズに賃貸して

おり、「イクスピアリ及びディズニーアンバサダーホテル」については、キャンプ・ネポス等を除いた施設

を提出会社の100％子会社である㈱イクスピアリに賃貸しております。 

４．事業所名欄の「ディズニーファンタジーほか」の内訳は、「ディズニーファンタジー」10店舗、「フェステ

ィバル・ディズニー」１店舗、「ミッキランジェロ・ギフト」１店舗、「ミニリザ・サンドリー」１店舗及

び「ボン・ヴォヤージュ」１店舗であります。 

５．事業所名欄の「ディズニーファンタジーほか」については、上記のほか、「ディズニーファンタジー」のう

ち８店舗についてはオフィシャルホテル内及びパートナーホテル内店舗1,205㎡を賃借しており、２店舗に

ついては提出会社の100％子会社である㈱舞浜リゾートラインよりパーム＆ファウンテンテラスホテル内店

舗を賃借しております。 

また、「フェスティバル・ディズニー」、「ミッキランジェロ・ギフト」及び「ミニリザ・サンドリー」に

ついては、㈱舞浜リゾートホテルズよりディズニーアンバサダーホテル内店舗及び東京ディズニーシー・ホ

テルミラコスタ内店舗を転借しております。 

(2）国内子会社 

  平成18年３月31日現在 

会社名 
事業所名
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額 従業員数 
(人) 

[外,平均
臨時雇用
者数] 

建物及び
構築物 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

㈱舞浜リゾート

ホテルズ 

（連結子会社） 

東京ディズ

ニーシー・

ホテルミラ

コスタ 

（千葉県浦

安市） 

テーマパー

ク事業 
ホテル 741 227 － 228 1,196 

215 

[344] 

㈱舞浜リゾート

ホテルズ 

（連結子会社） 

ディズニー

アンバサ 

ダーホテル 

（千葉県浦

安市） 

複合型商業

施設事業 
ホテル 372 273 － 135 781 

379 

[340] 

㈱イクスピアリ 

（連結子会社） 

イクスピア

リ 

（千葉県浦

安市） 

複合型商業

施設事業 

ショップ＆レ

ストラン、シ

ネマコンプレ

ックス等 

1,729 283 － 239 2,253 
122 

[540] 

㈱リテイルネッ

トワークス 

（連結子会社） 

ディズニー

ストア 

（千葉県浦

安市ほか51

店舗） 

リテイル事

業 
商品販売施設 1,037 － － 791 1,829 

169 

[777] 

㈱舞浜リゾート

ライン 

（連結子会社） 

ディズニー

リゾートラ

イン 

（千葉県浦

安市） 

その他の事

業 
モノレール 23,200 4,490 － 281 27,972 

50 

[79] 

㈱舞浜リゾート

ライン 

（連結子会社） 

パーム＆フ

ァウンテン

テラスホテ

ル 

（千葉県浦

安市） 

その他の事

業 
ホテル 7,159 83 － 399 7,642 

1 

 [－]



 （注）１．帳簿価額は、建設仮勘定を除く有形固定資産であり、金額に消費税等は含まれておりません。 

２．事業所名欄の「ディズニーアンバサダーホテル」については、㈱イクスピアリが提出会社より賃借しており

ます「イクスピアリ及びディズニーアンバサダーホテル」のうち、㈱舞浜リゾートホテルズがホテル建物を

転借したものであります。 

３．事業所名欄の「ディズニーストア」については、52店舗合計で17,129㎡を賃借しており、「パーム＆ファウ

ンテンテラスホテル」については、27,180㎡を賃借しております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当連結会計年度末現在における重要な設備の新設の計画は、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．完成予定年月は、開発の都合で変更になる可能性があります。 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 
予算金額 
（百万円）

既支払額 
（百万円）

着手年月 完成予定年月 
資金調達
方法 

提出会社 

東京ディズニ

ーシー 

（千葉県浦安

市） 

テーマパー

ク事業 

ライドアトラクショ

ン「タワー・オブ・

テラー」新設 

（商品店舗含む） 

21,000 12,362 平成15年２月 平成18年９月 自己資金 

提出会社 

その他 

（千葉県浦安

市） 

その他の事

業 

東京ディズニーラン

ドホテル新設 

（立体駐車場含む） 

44,000 1,567 平成17年１月 
平成21年３月

期中  
未定 

提出会社 

その他 

（千葉県浦安

市） 

その他の事

業 

「シルク・ドゥ・ソ

レイユ」専用常設劇

場（名称未定）新設 

10,000 330 平成17年３月 
平成21年３月

期中  
未定 

提出会社 

東京ディズニ

ーランド 

（千葉県浦安

市） 

テーマパー

ク事業 

アトラクション（名

称未定）新設 

（商品店舗含む） 

10,000 799 平成17年９月 
平成22年３月

期中 

自己資金

ほか 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 有償一般募集 

入札による募集     11,500,000株 

発行価格          5,220円 

資本組入額         2,610円 

払込金総額      96,236,629千円 

入札によらない募集   5,500,000株 

発行価格          8,050円 

資本組入額         2,610円 

払込金総額      44,275,000千円 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式5,001,951株については、5,001,900株は「個人その他」に、51株は「単元未満株式の状況」に含め

て記載しております。 

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式110単元（11,000株）を含めております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 330,000,000 

計 330,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年６月29日) 

上場証券取引所又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 100,122,540 100,122,540 
東京証券取引所 

（市場第一部） 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

計 100,122,540 100,122,540 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成８年12月11日 17,000,000 100,122,540 44,370,000 63,201,127 96,141,629 111,403,287 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） 2 155 29 802 230 29 116,766 118,013 － 

所有株式数

（単元） 
39,600 174,509 3,539 408,174 77,026 44 298,284 1,001,176 4,940 

所有株式数の

割合（％） 
3.96 17.43 0.35 40.77 7.70 0.00 29.79 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１． 上記のほか、自己株式が5,001千株あります。 

 ２． 当事業年度末現在における、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）及び日本トラスティ・

サービス信託銀行株式会社（信託口）の信託業務の株式数については、当社として把握することができ

ないため記載しておりません。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

京成電鉄株式会社 東京都墨田区押上一丁目10番３号 19,435 19.41 

三井不動産株式会社 東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号 15,180 15.16 

千葉県 千葉県千葉市中央区長洲一丁目９番１号 3,300 3.29 

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,853 2.85 

京成開発株式会社 東京都墨田区押上一丁目12番１号 1,980 1.97 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,953 1.95 

第一生命保険相互会社  東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 1,640 1.63 

みずほ信託 退職給付信託 みずほ
コーポレート銀行口 再信託受託
者 資産管理サービス信託 

東京都中央区八重洲一丁目２番１号 1,480 1.47 

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
505103 （常任代理人 株式会社
みずほコーポレート銀行兜町証券
決済業務室） 

P.O.BOX 225 フランクリンストリート 
ボストン マサチューセッツ  
02110 米国 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

1,395 1.39 

みずほ信託 退職給付信託 京成電
鉄口 再信託受託者 資産管理サー
ビス信託 

東京都中央区八重洲一丁目２番１号 924 0.92 

計 － 50,143 50.08 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式11,000株（議決権の数110個）を含め

ております。 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    5,001,900 － 
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式   95,115,700 951,157 同上 

単元未満株式 普通株式        4,940 － 同上 

発行済株式総数 100,122,540 － － 

総株主の議決権 － 951,157 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社オリエン

タルランド 

千葉県浦安市舞浜

１番地１ 
5,001,900 － 5,001,900 4.99 

計 － 5,001,900 － 5,001,900 4.99 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注）平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２項の規

定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  平成18年６月29日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議  － －   － 



３【配当政策】 

 当社は企業価値の向上と安定した配当が、株主の皆様への重要な利益還元と考えております。 

 東京ディズニーリゾートを核とする事業から得られるキャッシュ・フローを、“デスティネーション・リゾート”

化推進のための追加投資や新たな飛躍に向けた新規事業などへ充当し、更なるキャッシュ・フローの増大を図ること

で企業価値の向上に努めてまいります。併せて、安定配当を基本としつつ、１株当たり年間配当金の継続的な増加の

可能性を検討してまいります。 

 この方針のもと、平成18年３月期末の配当につきましては１株につき25円、平成18年３月期中間配当の20円とあわ

せまして年間45円（平成17年３月期より10円増配）とさせていただきました。なお、当期の中間配当についての取締

役会決議は平成17年11月８日に行っております。 

 今後につきましても業績を勘案のうえ、株主の皆様のご期待に応えるべく、利益還元を行ってまいります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第 42 期 第 43 期 第 44 期 第 45 期 第 46 期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 9,930 8,950 7,730 7,590 7,020 

最低（円） 6,830 5,060 4,700 6,230 6,280 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 6,610 6,590 6,530 6,920 7,000 7,020 

最低（円） 6,400 6,310 6,280 6,400 6,650 6,660 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役

会長 

(兼)ＣＥＯ 

 加賀見 俊夫 昭和11年１月５日生 

昭和33年４月 京成電鉄株式会社入社 

昭和47年10月 当社不動産事業部次長 

昭和51年10月 当社不動産事業部長 

昭和56年６月 当社取締役総務部長兼人事部長 

昭和58年６月 当社常務取締役開発部長 

平成３年６月 当社専務取締役広報室長 

平成５年６月 当社取締役副社長 

平成７年６月 当社代表取締役社長 

平成８年６月 株式会社舞浜リゾートホテルズ代表

取締役社長（現任） 

平成15年５月 株式会社リテイルネットワークス代

表取締役会長（現任） 

平成17年６月 当社代表取締役会長(兼)ＣＥＯ（現

任） 

51 

代表取締役

社長 

(兼)ＣＯＯ 

社長執行 

役員 

経営戦略部・監

査部担当、事業

開発センター長 

福島 祥郎 昭和21年12月５日生 

昭和44年４月 当社入社 

平成３年10月 当社広報室長 

平成４年12月 当社経営企画室長 

平成７年６月 当社取締役経営企画室長 

平成11年６月 当社常務取締役営業本部長 

平成15年６月 当社代表取締役専務取締役運営本部

長 

平成17年５月 当社代表取締役専務取締役専務執行

役員テーマパーク統括本部長 

平成17年６月 当社代表取締役社長(兼)ＣＯＯ社長

執行役員テーマパーク統括本部長 

平成18年４月 

  

平成18年６月 

当社代表取締役社長(兼)ＣＯＯ社長

執行役員事業開発センター長(現任) 

京成電鉄株式会社監査役（現任） 

5 

代表取締役 

副社長 

(兼)ＣＳＯ 

副社長執行

役員 

経営管理部・事

業推進部・食の

安全監理室・シ

アトリカル事業

部担当 

長岡 彰夫 昭和24年４月28日生 

昭和49年４月 当社入社 

平成９年６月 当社経営企画室長 

平成11年６月 当社取締役経営企画本部長 

平成13年６月 当社常務取締役経営企画本部長 

平成15年６月 当社代表取締役専務取締役 

平成17年５月 当社代表取締役専務取締役専務執行

役員経営企画本部長 

平成17年６月 当社代表取締役副社長(兼)ＣＳＯ副

社長執行役員経営企画本部長 

平成18年４月 当社代表取締役副社長(兼)ＣＳＯ副

社長執行役員(現任) 

4 

取締役 

常務執行 

役員 

経理部・ＩＴ推

進部担当 
三井 照夫 昭和15年２月27日生 

昭和37年４月 三井信託銀行株式会社（現・中央三

井信託銀行株式会社）入行 

昭和59年10月 同行新宿支店長 

平成３年６月 同行本店営業第一部長 

平成５年６月 当社常務取締役 

平成10年10月 当社常務取締役営業本部長 

平成11年６月 当社常務取締役商品本部長 

平成15年５月 当社常務取締役 

平成17年５月 当社常務取締役常務執行役員 

平成17年６月 当社取締役常務執行役員（現任）  

13 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 

常務執行 

役員 

技術本部長 髙桑 誠 昭和18年４月23日生 

昭和42年４月 当社入社 

平成４年12月 当社開発事業部長兼パークスクエア

所長 

平成９年３月 当社開発部長 

平成９年６月 当社取締役 

平成13年６月 当社常務取締役 

平成13年10月 当社常務取締役技術本部長 

平成17年５月 当社常務取締役常務執行役員技術本

部長  

平成17年６月 当社取締役常務執行役員技術本部長

（現任） 

4 

取締役 

常務執行 

役員  

テーマパーク 

統括本部長、ク

リエイティブ業

務部担当 

砂山 起一 昭和23年３月７日生 

昭和45年４月 当社入社 

平成７年４月 当社経理部長 

平成11年６月 当社取締役経理部長 

平成13年５月 当社取締役フード本部長 

平成15年６月 当社常務取締役フード本部長 

平成17年５月 当社常務取締役常務執行役員テーマ

パーク統括副本部長 

平成17年６月 当社取締役常務執行役員テーマパー

ク統括副本部長 

平成17年12月 当社取締役常務執行役員テーマパー

ク統括本部長(現任) 

5 

取締役 

執行役員 
 大和田 誠 昭和26年３月18日生 

昭和49年４月 当社入社 

平成９年６月 当社情報システム室長 

平成13年６月 当社取締役情報システム部長 

平成15年５月 当社取締役運営本部運営企画室長 

平成16年11月 当社取締役運営本部長  

平成17年４月 株式会社リテイルネットワークス代

表取締役社長（現任） 

平成17年５月 当社取締役執行役員（現任） 

3 

取締役 

執行役員 
商品本部長 入江 教夫 昭和26年11月18日生 

昭和50年４月 当社入社 

平成11年６月 当社経営企画本部経営企画室長 

平成15年５月 当社商品本部長 

平成15年６月 当社取締役商品本部長 

平成17年５月 当社取締役執行役員商品本部長（現

任） 

3 

取締役 

執行役員 

人事部・キャス

ティング部担当 
鈴木 茂 昭和31年６月９日生 

昭和55年４月 当社入社 

平成13年５月 当社人事本部人事企画室長 

平成15年５月 当社人事部長 

平成15年６月 当社取締役人事部長 

平成17年５月 当社取締役執行役員人事部長 

平成18年４月 当社取締役執行役員（現任） 

2 

取締役 

執行役員 
 髙野 由美子 昭和31年６月23日生 

昭和55年４月 当社入社 

平成11年６月 当社経営企画本部事業推進部文化事

業グループマネージャー 

平成15年５月 株式会社舞浜リゾートホテルズ代表

取締役副社長（現任） 

平成15年６月 当社取締役 

平成17年５月 当社取締役執行社員（現任）  

2 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 

執行役員 

総務部・広報部

担当 
上西 京一郎 昭和33年１月15日生 

昭和55年４月 当社入社 

平成13年５月 当社総務部秘書役 

平成15年５月 当社総務部長 

平成15年６月 当社取締役総務部長 

平成17年５月 当社取締役執行役員総務部長

平成18年４月 当社取締役執行役員(現任） 

2 

取締役  田中 順一郎 昭和４年９月28日生 

昭和26年４月 三井不動産株式会社入社 

昭和51年７月 同社住宅第二事業部長 

昭和54年６月 同社取締役開発企画部長 

昭和57年７月 同社常務取締役 

昭和60年６月 同社代表取締役専務取締役 

昭和62年６月 当社取締役（現任） 

昭和62年６月 三井不動産株式会社代表取締役社長

平成10年６月 同社代表取締役会長（現任） 

－ 

取締役  花田 力 昭和19年１月15日生 

昭和41年４月 京成電鉄株式会社入社 

平成５年７月 同社鉄道本部運輸部長 

平成10年６月 同社取締役鉄道副本部長 

平成12年６月 同社常務取締役 

平成14年６月 同社代表取締役専務取締役 

平成16年６月 同社代表取締役社長（現任） 

平成17年６月 当社取締役（現任） 

－ 

常勤監査役  戸村 光夫 昭和９年10月18日生 

昭和33年４月 京成電鉄株式会社入社 

昭和58年６月 同社開発本部開発営業部長 

平成２年６月 同社取締役 

平成４年６月 京成不動産株式会社代表取締役社長 

平成５年６月 株式会社京成ストア代表取締役社長 

平成13年６月 当社常勤監査役（現任） 

2 

常勤監査役  土屋 文夫 昭和17年10月２日生 

昭和43年４月 京成電鉄株式会社入社 

昭和54年12月 当社経理部経理課長 

平成３年10月 当社総務部長 

平成７年６月 当社取締役総務部長 

平成11年６月 当社常務取締役 

平成17年６月 当社常勤監査役（現任） 

5 

監査役  大塚 弘 昭和10年２月９日生 

昭和33年４月 京成電鉄株式会社入社 

昭和57年６月 同社鉄道本部運輸部長 

昭和63年６月 同社取締役鉄道副本部長兼運輸部長 

平成４年６月 同社常務取締役 

平成７年６月 同社専務取締役 

平成８年６月 当社監査役（現任） 

平成８年６月 京成電鉄株式会社代表取締役専務取

締役 

平成９年６月 同社代表取締役副社長 

平成10年６月 同社代表取締役社長 

平成16年６月 同社代表取締役会長（現任） 

－ 

 



 （注）１．取締役田中順一郎及び花田力は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役戸村光夫、大塚弘及び岩沙弘道は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．当社では、当社グループの各事業における監督責任と執行責任をより明確にし、取締役の役割を「執行」か

らより「監督」主体とすることで経営の監督機能を強化するとともに、執行役員への権限委譲を促進するこ

とで意思決定のさらなる迅速化を図るため、執行役員制度を導入しております。執行役員は次の19人であり

ます。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

監査役  岩沙 弘道 昭和17年５月27日生 

昭和42年４月 三井不動産株式会社入社 

平成４年４月 同社開発企画部長 

平成７年６月 同社取締役プロジェクト企画本部プ

ロジェクト第一企画部長兼プロジェ

クト企画本部建設部長 

平成８年４月 同社常務取締役プロジェクト企画本

部長兼プロジェクト企画本部プロジ

ェクト第一企画部長兼プロジェクト

企画本部建設企画部長 

平成９年６月 同社代表取締役専務取締役プロジェ

クト企画本部長兼プロジェクト企画

本部建設企画部長 

平成10年６月 同社代表取締役社長（現任） 

平成13年６月 当社監査役（現任） 

－ 

計 107 

役名 職名 氏名 

社長執行役員 経営戦略部・監査部担当、事業開発センター長 福島 祥郎 

副社長執行役員 経営管理部・事業推進部・食の安全監理室・シアトリカル事業部担当 長岡 彰夫 

常務執行役員  経理部・ＩＴ推進部担当  三井 照夫 

常務執行役員 特命事項担当 岡村 健 

常務執行役員 技術本部長 髙桑 誠 

常務執行役員 テーマパーク統括本部長、クリエイティブ業務部担当 砂山 起一 

常務執行役員 営業本部長 柴 洋二郎 

執行役員 フード本部長 鈴木 康史 

執行役員 エンターテイメント本部長 嶋津 洋四郎 

執行役員 ㈱リテイルネットワークス代表取締役社長 大和田 誠 

執行役員 運営本部長、ＣＳ推進部担当 佐藤 健司 

執行役員 テーマパーク戦略部担当 田丸 泰 

執行役員 商品本部長 入江 教夫 

執行役員 人事部・キャスティング部担当 鈴木 茂 

執行役員 ㈱舞浜リゾートホテルズ代表取締役副社長 髙野 由美子 

執行役員 総務部・広報部担当 上西 京一郎 

執行役員 技術本部技術管理部長  菊池 和年 

執行役員  ㈱舞浜ビルメンテナンス代表取締役社長  宇田川 勝久 

執行役員 経営戦略部長 水嶋 健次郎 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、企業経営の透明性と公正性を高め、企業価値の向上をはかるため、コーポレート・ガバナンスの充実を目

指してまいります。具体的には、主として以下の活動に取り組んでおります。 

  第１に、コンプライアンス体制の徹底、リスク管理体制の定着、情報管理体制の強化など、内部管理の充実に取り

組んでおります。 

  第２に、監査役監査および内部監査による監査体制を充実させることにより、経営監視機能の強化を検討しており

ます。 

  第３に、積極的な情報開示を行い、経営の透明性を高めてまいります。 

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

・当社は監査役制度を採用しておりますが、事業基盤の拡大など、経営を取り巻く環境の変化に合わせより強固な

グループ経営管理体制を構築し、新たなコーポレートガバナンスの確立を図るため、執行役員制度を導入してお

ります。同制度の導入により、当社グループの各事業における監督責任と執行責任をより明確にし、取締役の役

割を「監督」主体とすることで経営の監督機能を強化するとともに、執行役員への権限委譲を促進することで意

思決定のさらなる迅速化を図ります。 

・社外取締役は２名を選任し、監査役は４名のうち３名を社外監査役としております。 

・取締役会は原則月１回定期的に開催しており、常勤、非常勤を問わず、監査役も出席しております。取締役は、

経営の基本方針に基づき、また、法令及び定款に違反なきよう審議しております。職責が異なる取締役と監査役

は、それぞれの視点から経営のチェックを行なっております。  

・コンプライアンス体制につきましては、「コンプライアンス委員会」を設置し、事業活動における法令遵守体制

を整えているほか、役職員に対するコンプライアンス精神の維持、向上を図るべく、役職員の行動に関する倫理

綱領を制定し、周知徹底しております。また、当社顧問弁護士を委員に加え、専門的知識に基づく助言を受けて

おります。更に、コンプライアンスに関して従業員から直接相談を受ける窓口を設置しております。 

・社外役員の専従スタッフはおりません。 

・法令及び社内規程の遵守、効率的な業務執行について内部監査を実施すべく、執行部門から独立した監査部を設

置し、内部統制の充実を図っております。 

・内部監査は、会社の業務が、経営方針・経営計画・社内規定などに準拠して適正かつ効率的に行われているかを

審査・評価することにより、経営効率の増進と収益性の向上に寄与することを目的として実施しております。 

・監査役会は、監査基本計画に基づき、取締役及び使用人からの報告聴取、重要書類の閲覧などを行うとともに、

重要会議の審議状況や監査結果などについて監査役が相互に議論を行い、監査の実効性の確保に努めておりま

す。また、良質なコーポレート・ガバナンスの確立と運用を目的として、「監査役監査基準」と「監査役会規

則」を制定し、監査役の役割と職責を明確化しております。 

・会計監査の適正さを確保するため、会計監査人より第三者としての立場から財務諸表監査の報告を受けておりま

す。 

・監査部、常勤監査役及び会計監査人の三者間では、三者会議、監査部からの常勤監査役への監査結果報告という

定例的な場のほか、随時三者との間で連絡・報告の場を設け、連携しつつ内部監査を実施しております。  

・情報セキュリティにつきましては、「情報セキュリティ管理委員会」の設置や、全役職員を対象に情報資産管理

への対応を定めた情報セキュリティポリシーを制定・運用しております。また、サーバーの監視機能強化や、サ

ーバーの保守・管理を行う担当者がアクセス可能な作業領域を必要最小限にするなど、セキュリティの強化を図

っております。 

② 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要 

  社外取締役２名及び社外監査役３名につきましては、当社のその他の関係会社であります京成電鉄株式会社の取

締役２名及び元取締役１名、三井不動産株式会社の取締役２名であります。当社との主な取引関係につきまして

は、京成電鉄株式会社は独身寮の賃借、三井不動産株式会社は東京ディズニーランドのオフィシャルスポンサーへ

の参加となります。金額につきましては、取引金額が僅少であるため、記載を省略しております。 



③ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

・想定されるあらゆるリスク（当社の事業目的の達成を妨げるもの）を洗い出し、優先順位づけして重要度の高いリ

スクから予防策を策定・実行し、さらに予防策を改善していくといった統合的なリスクマネジメントサイクルを継

続的に運用していくことといたしました。また、当該リスクマネジメントサイクルの運用・コントロール（統

制）・モニタリング（監視）を行う「リスクアセスメント委員会」を設置し、事故や不祥事、またそれらに伴う損

失の防止を従前以上に強化しております。 

・全役職員が企業使命を実現するための活動において、コンプライアンスの視点から守るべき基本姿勢・規範を内容

とした「OLCグループ・コンプライアンス行動規範」を制定いたしました。また、全従業員を対象として、職種別

（役員・管理職、一般職、契約社員）にコンプライアンスセミナーを実施し、管理職を対象としたセミナーでは、

当社顧問弁護士を講師に迎えるなど、コンプライアンス精神のさらなる向上を目指しております。さらに、部下に

よる上司のコンプライアンス実践度チェックを実施し、当該結果は管理職における今後のコンプライアンス活動の

指針を示すものとして活用しております。 

(3) 役員報酬及び監査報酬 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬（公認会計士法第

２条第１項に規定する業務に基づく報酬とそれ以外の業務に基づく報酬）は以下のとおりであります。 

 （注）１．役員報酬には、役員賞与及び役員退職慰労金を含めております。 

２．取締役に支払った報酬には、使用人兼務取締役の使用人給与相当額（賞与を含む。）は含めておりません。

(4) 監査法人 

 当社は、あずさ監査法人による証券取引法第193条の２の規定に基づく財務諸表の監査を受けております。あずさ

監査法人の指定社員業務執行社員は、公認会計士 亀岡義一、金子寛人の各氏であり、その他会計監査業務に携わる

会計士及び補助者は９名であります。 

  役員報酬：     監査報酬：   

  取締役に支払った報酬 544百万円   公認会計士法第２条第１項に規定す

る業務に基づく報酬 

 

36百万円 

  （うち社外取締役に支払った報酬 13百万円）   上記以外の報酬 3百万円 

  監査役に支払った報酬 78百万円   計 39百万円 

  （うち社外監査役に支払った報酬 33百万円）    

  計 623百万円    



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、第45期事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）

及び第45期事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）並びに当連結会計年度（自平成17年４月１日 至

平成18年３月31日）及び第46期事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）の連結財務諸表及び財務諸表

について、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ．流動資産        

１．現金及び預金   47,678   47,833  

２．受取手形及び売掛金   11,455   12,356  

３．有価証券   10,048   40,788  

４．たな卸資産   8,099   9,036  

５．繰延税金資産   4,804   4,901  

６．その他   7,531   20,145  

７．貸倒引当金   △1   △0  

流動資産合計   89,616 13.6  135,061 18.8 

Ⅱ．固定資産        

１．有形固定資産         

(1）建物及び構築物 ※１ 484,972  500,847    

減価償却累計額   161,531 323,440  175,662 325,184  

(2）機械装置及び運搬具  195,863  199,160    

減価償却累計額   123,421 72,442  136,281 62,878  

(3）土地 ※１  91,974   94,384  

(4）建設仮勘定   12,100   18,872  

(5）その他  60,002  62,554    

減価償却累計額   39,238 20,763  44,938 17,615  

有形固定資産合計   520,721 78.9  518,936 72.2 

２．無形固定資産        

(1）営業権   －   190  

(2）連結調整勘定   2,222   2,091  

(3）その他   9,392   10,890  

無形固定資産合計   11,615 1.7  13,172 1.8 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※2、3  23,394   38,976  

(2）長期貸付金   18   16  

(3）繰延税金資産   868   444  

(4）その他   14,158   12,424  

(5）貸倒引当金   △181   △183  

投資その他の資産合計   38,258 5.8  51,677 7.2 

固定資産合計   570,594 86.4  583,786 81.2 

Ⅲ．繰延資産        

１．開業費   11   －  

２．社債発行差金   1   18  

繰延資産合計   13 0.0  18 0.0 

資産合計   660,224 100.0  718,865 100.0 

        

 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ．流動負債        

１．支払手形及び買掛金   14,585   14,715  

２．一年以内に償還する社
債 

  10,000   30,000  

３．一年以内に返済する長
期借入金 

  5,200   －  

４．未払法人税等   7,280   7,084  

５．その他 ※1、2  38,666   45,033  

流動負債合計   75,732 11.5  96,833 13.5 

Ⅱ．固定負債        

１．社債   150,000   170,000  

２．長期借入金   19,000   50,000  

３．繰延税金負債   －   2,826  

４．退職給付引当金   2,052   2,307  

５．役員退職慰労引当金   557   －  

６．その他 ※１  23,168   20,952  

固定負債合計   194,778 29.5  246,086 34.2 

負債合計   270,510 41.0  342,919 47.7 

（少数株主持分）        

少数株主持分   107 0.0  113 0.0 

        

（資本の部）        

Ⅰ．資本金 ※４  63,201 9.6  63,201 8.8 

Ⅱ．資本剰余金   111,403 16.9  111,403 15.5 

Ⅲ．利益剰余金   210,725 31.9  222,439 30.9 

Ⅳ．その他有価証券評価差額
金 

  4,288 0.6  9,052 1.3 

Ⅴ．自己株式 ※５  △11 △0.0  △30,263 △4.2 

資本合計   389,606 59.0  375,832 52.3 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  660,224 100.0  718,865 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

Ⅰ．売上高   331,094 100.0  332,885 100.0 

Ⅱ．売上原価   264,989 80.0  269,680 81.0 

売上総利益   66,105 20.0  63,204 19.0 

Ⅲ．販売費及び一般管理費 ※１  31,543 9.6  32,600 9.8 

営業利益   34,561 10.4  30,604 9.2 

Ⅳ．営業外収益        

１．受取利息  132   111   

２．受取配当金  108   118   

３．持分法による投資利益  －   79   

４．受取保険金・保険配当
金 

 395   331   

５．レバレッジドリース投
資利益 

 1,429   －   

６．その他  948 3,014 0.9 699 1,341 0.4 

Ⅴ．営業外費用        

１．支払利息  3,819   3,784   

２．持分法による投資損失  429   －   

３．退職給付費用  －   635   

４．その他  2,491 6,740 2.0 839 5,259 1.6 

経常利益   30,836 9.3  26,686 8.0 

Ⅵ．特別利益        

１．投資有価証券売却益 578 578 0.2 － － － 

Ⅶ．特別損失        

１．固定資産除却損 ※２ 565   －   

２．投資有価証券評価損  401     85     

３．退職給付費用  － 966 0.3 153 238 0.1 

税金等調整前当期純利益   30,447 9.2  26,447 7.9

法人税、住民税及び事業税  12,909    10,822    

法人税等調整額  312 13,222 4.0 △85 10,737 3.2 

少数株主利益   1 0.0  6 0.0 

当期純利益   17,224 5.2  15,703 4.7 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ．資本剰余金期首残高   111,403  111,403

Ⅱ．資本剰余金期末残高   111,403  111,403 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ．利益剰余金期首残高   196,354  210,725

Ⅱ．利益剰余金増加高      

１．当期純利益  17,224   15,703   

２．持分法適用除外による
剰余金増加額 

 234 17,459 － 15,703 

Ⅲ．利益剰余金減少高      

１．配当金  3,003  3,904  

２．役員賞与  85  85  

（うち監査役賞与）  (6) 3,088 (6) 3,989 

Ⅳ．利益剰余金期末残高   210,725  222,439 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー    

１．税金等調整前当期純利益  30,447 26,447 

２．減価償却費  44,554 43,373 

３．連結調整勘定償却額  130 130 

４．引当金の増減額  113 △303 

５．受取利息及び受取配当金  △241 △230 

６．支払利息  3,819 3,784 

７．為替差損益  15 △13 

８．固定資産除却損  565 － 

９．投資有価証券売却益  △578 － 

10．投資有価証券評価損  401 85 

11．持分法による投資損益  429 △79 

12．売上債権の増減額  △1,160 △1,256 

13．たな卸資産の増減額  △1,491 △937 

14．仕入債務の増減額  1,272 △94 

15．消費税等の増減額  △1,380 392 

16．その他  950 2,876 

小計  77,849 74,175 

17．利息及び配当金の受取額  251 225 

18．利息の支払額  △3,879 △3,898 

19．法人税等の支払額  △14,306 △11,331 

営業活動によるキャッシュ・フロー  59,915 59,169 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー    

１．有価証券の取得による支出  △6,349 △20,695 

２．有価証券の売却による収入  4,000 － 

３．有価証券の償還による収入  25,485 8,549 

４．有形固定資産の取得による支出  △45,946 △33,571 

５．有形固定資産の売却による収入  18 － 

６．投資有価証券の取得による支出  △3,385 △10,614 

７．投資有価証券の解約による収入  499 － 

８．投資有価証券の売却による収入  449 561 

９．投資有価証券の償還による収入  6,067 3,032 

10．貸付けによる支出  △1 △2 

11．貸付金の回収による収入  14 4 

12．繰延資産の取得による支出  △331 △50 

13．譲渡性預金の取得による支出     － △5,000 

14．営業の譲受けによる支出 ※２ － △835 

15．その他  △1,630 △4,966 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △21,110 △63,587 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー    

１．長期借入れによる収入  16,000 31,000 

２．長期借入金の返済による支出  △21,500 △5,200 

３．社債の発行による収入  19,998 49,805 

４．社債の償還による支出  △20,000 △10,000 

５．配当金の支払額  △2,987 △3,887 

６．自己株式の取得による支出  － △30,251 

７．その他  △1,340 △1,306 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △9,830 30,158 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額  △16 10 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額  28,957 25,751 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高  29,619 58,577 

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 58,577 84,328 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 17社 

主要な連結子会社名は、「第１ 企業の

概況４．関係会社の状況」に記載してい

るため省略いたしました。 

なお、映画制作への投資を目的とした㈱

ＯＬＣ・ライツ・エンタテインメントが

営業者となる匿名組合については、当連

結会計年度において新たに出資したこと

により、当連結会計年度より連結子会社

に含めております。 

連結子会社の数 19社 

主要な連結子会社名は、「第１ 企業の

概況４．関係会社の状況」に記載してい

るため省略いたしました。 

なお、㈱Ｍテックについては、当連結会

計年度において新たに設立したことによ

り、また有限責任事業組合あかね空につ

いては、当連結会計年度において新たに

出資したことにより、当連結会計年度よ

り連結子会社に含めております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社数 ４社 

主要な会社等の名称 

東京ベイシティ交通㈱ 

なお、㈱東京妙案開発研究所につ

いては、当連結会計年度において

新たに株式を取得したことによ

り、当連結会計年度より持分法適

用の関連会社に含めております。 

また、㈱ディーワンダーランドに

ついては、当連結会計年度におい

て株式を売却したことにより、当

連結会計年度末に持分法適用の関

連会社から除外しております。 

(1）持分法適用の関連会社数 ４社 

主要な会社等の名称 

東京ベイシティ交通㈱ 

 (2）持分法適用会社のうち、決算日が連

結決算日と異なる会社については、

当該会社の事業年度に係る財務諸表

を使用しております。なお、㈱ディ

ーワンダーランドに関しては、連結

決算日現在で実施した仮決算に基づ

く財務諸表を使用しております。 

(2）持分法適用会社のうち、決算日が連

結決算日と異なる会社については、

当該会社の事業年度に係る財務諸表

を使用しております。 

 (3）㈱ディーワンダーランドの株式取得

に伴い発生した投資消去差額の償却

については、４年間で均等償却して

おりましたが、同社は当連結会計年

度末に持分法適用の関連会社から除

外しております。 

(3）     ────── 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。 

連結子会社のうち有限責任事業組合あか

ね空の決算日は１月31日であります。 

連結財務諸表の作成に当たっては、同決

算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

（時価のあるもの） 

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

（時価のあるもの） 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （時価のないもの） 

移動平均法による原価法 

（時価のないもの） 

同左 

 ②デリバティブ 

時価法 

②デリバティブ 

同左 

 ③たな卸資産 

商品（店舗商品） 

主に売価還元法による原価法 

③たな卸資産 

商品（店舗商品） 

同左 

 その他のたな卸資産 

主に移動平均法による原価法 

その他のたな卸資産 

同左 

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

 ①有形固定資産 

東京ディズニーランド他 

主に、定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く。）については、定額法を採用

しております。 

①有形固定資産 

同左 

 東京ディズニーシー、東京ディズニ

ーシー・ホテルミラコスタ、イクス

ピアリ、ディズニーアンバサダーホ

テル、ディズニーリゾートライン 

 

 主に、定額法 

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

 

 ②無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準に 

よっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。 

②無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準に 

よっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。 

また、営業権については、投資の効

果が及ぶ期間（５年）で均等償却し

ております。 

 ③長期前払費用 

均等償却 

なお、償却年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っております。 

③長期前払費用 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ④繰延資産の処理方法 

開業費 

商法施行規則の規定に基づく５年

間均等償却 

社債発行費 

支出時に全額費用として処理 

社債発行差金 

社債の償還期間にわたって均等償

却 

④繰延資産の処理方法 

開業費 

旧商法施行規則の規定に基づく５

年間均等償却 

社債発行費 

同左 

社債発行差金 

同左 

 開発費 

支出時に全額費用として処理 

開発費 

同左 

 (3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

 ②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

なお、会計基準変更時差異（4,744百

万円）については、15年による均等

額を費用処理しております。 

また、数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しております。 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

会計基準変更時差異（4,573百万円）

については、15年による均等額を費

用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定額法により按

分した額を発生した連結会計年度か

ら費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（主と

して15年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理しております。 

     ────── 

  

（追加情報） 

 当社は、平成17年７月１日付で従来

の適格退職年金制度から確定給付企

業年金法に基づく規約型企業年金制

度へ移行し、キャッシュバランスプ

ランを導入しております。また、年

金受給権者については閉鎖年金へ移

行したことにより、退職給付制度の

うち終了した部分に対応する未認識

差異（153百万円）を特別損失「退職

給付費用」に計上しております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ③役員退職慰労引当金 

当社は、役員の退職慰労金支給に充

てるため、内規に基づく要支給額を

計上しております。 

役員退職慰労引当金は、商法施行規

則第43条に規定する引当金でありま

す。 

③役員退職慰労引当金 

当社は、役員の退職慰労金支給に充

てるため、内規に基づく要支給額を

計上しておりましたが、平成17年６

月29日開催の定時株主総会において

役員退職慰労金制度の廃止を決議

し、これに伴い役員退職慰労金に係

る内規を廃止いたしました。 

上記決議に基づき、当連結会計年度 

において役員退職慰労引当金を全額

取崩し、打ち切り支給額の未払分416

百万円については固定負債「その

他」に含めて表示しております。 

 (4）連結財務諸表の作成の基礎となった

連結会社の財務諸表の作成に当たっ

て採用した重要な外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への換算の基準 

(4）連結財務諸表の作成の基礎となった

連結会社の財務諸表の作成に当たっ

て採用した重要な外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。 

同左 

 (5）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

（通貨スワップ取引） 

繰延ヘッジ処理（振当処理）によっ

ております。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

（通貨スワップ取引） 

同左 

 （金利スワップ取引） 

繰延ヘッジ処理を採用しており、金

利スワップの特例処理の要件を充た

している場合は特例処理によってお

ります。 

（金利スワップ取引） 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

通貨関連：通貨スワップ取引 

金利関連：金利スワップ取引 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

 ヘッジ対象 

通貨関連：外貨建取引 

金利関連：社債 

ヘッジ対象 

同左 

 ③ヘッジ方針 

リスク管理方針に基づき、為替変動

リスクを回避すること及び金利変動

リスクを低減することを目的として

おり、投機的な取引は行わない方針

であります。 

③ヘッジ方針 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

（通貨スワップ取引） 

為替相場の変動によるキャッシュ・

フロー変動を完全に相殺するものと

想定されるため、ヘッジの有効性の

判定は省略しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

（通貨スワップ取引） 

同左 

 （金利スワップ取引） 

取引開始時にシミュレーション計算

を行い、その有効性について承認を

受けており、決算期ごと（中間期を

含む）に、個別の取引毎にヘッジ対

象の相場変動の累計とヘッジ手段の

相場変動の累計とを比較し、その変

動額の比率によって有効性を判定し

ております。また、金利スワップの

特例処理によっている取引について

は、ヘッジの有効性の判定は省略し

ております。 

（金利スワップ取引） 

同左 

 ⑤その他 

リスク管理方針に基づき、取引実施

部署において厳正な管理を行い、内

部牽制機能が有効に作用する体制を

とっております。 

⑤その他 

同左 

 (7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

(7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

①消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却については、20年間

で均等償却しております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について、連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含め

て表示しておりました「退職給付費用」は、当連結会計

年度において営業外費用の総額の100分の10を超えたた

め、区分掲記することといたしました。 

なお、前連結会計年度における営業外費用の「その他」

に含まれている「退職給付費用」は、625百万円でありま

す。 

────── （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度において財務活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示しておりました「自己株

式の取得による支出」は、当連結会計年度において区分

掲記することといたしました。 

なお、前連結会計年度における財務活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含まれている「自己株式の取

得による支出」は、3百万円であります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税部分の連結損益計算

書上の表示方法） 

実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表され

たことに伴い、当連結会計年度から同実務対応報告に基

づき、法人事業税の付加価値割及び資本割693百万円を販

売費及び一般管理費として処理しております。 

────── 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度末 
（平成18年３月31日現在） 

※１ 担保に供している資産は次のとおりであります。 ※１ 担保に供している資産は次のとおりであります。 

  科目名称  帳簿価額 

   百万円

担保資産 建物及び構築物  43,996

 土地  4,421

 合計  48,417

上記に対応

する債務 

流動負債「その他」  1,298

固定負債「その他」  16,881

 合計  18,180

  科目名称  帳簿価額 

   百万円

担保資産 建物及び構築物  42,343

 土地  4,421

 合計  46,764

上記に対応

する債務 

流動負債「その他」  1,298

固定負債「その他」  15,583

 合計  16,881

※２ 前払式証票の規制等に関する法律に基づき700百万

円（対応する債務、流動負債「その他」491百万

円）、宅地建物取引業法に基づき24百万円、旅行業

法に基づき37百万円、投資有価証券を供託しており

ます。 

※２ 前払式証票の規制等に関する法律に基づき693百万

円（対応する債務、流動負債「その他」476百万

円）、宅地建物取引業法に基づき24百万円、旅行業

法に基づき10百万円、投資有価証券を供託しており

ます。 

※３ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※３ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

 投資有価証券（株式） 1,518百万円  投資有価証券（株式） 1,597百万円 

※４ 当社の発行済株式総数 ※４ 当社の発行済株式総数 

 普通株式 100,122,540株  普通株式 100,122,540株 

※５ 当社の保有する自己株式数 ※５ 当社の保有する自己株式数 

 普通株式 1,683株  普通株式 5,001,951株 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 「販売費及び一般管理費」の主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 「販売費及び一般管理費」の主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  百万円

給料・手当 6,611 

賞与 1,673 

役員退職慰労引当金繰入額 83 

福利厚生・独身寮維持費 2,238 

保険・賃借料 3,760 

業務委託費 4,368 

減価償却費 2,265 

貸倒引当金繰入額 2 

  百万円

給料・手当 6,787 

賞与 1,844 

役員退職慰労引当金繰入額 9 

福利厚生・独身寮維持費 2,311 

保険・賃借料 3,507 

業務委託費 3,962 

減価償却費 1,899 

  

※２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 

 百万円

建物及び構築物 563 

有形固定資産「その他」 1 

    計 565 

※２          ────── 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

 (平成17年３月31日現在)

百万円

現金及び預金勘定 47,678 

有価証券勘定 10,048 

流動資産「その他」勘定 7,531 

  計 65,258 

運用期間が３ヶ月を超える有価証券 △2,149 

前払費用 △1,145 

その他 △3,386 

現金及び現金同等物 58,577 

 (平成18年３月31日現在)

百万円

現金及び預金勘定 47,833 

有価証券勘定 40,788 

流動資産「その他」勘定 20,145 

  計 108,767 

運用期間が３ヶ月を超える有価証券 △14,293 

譲渡性預金 △5,000 

金銭信託 △1,500 

前払費用 △943 

その他 △2,702 

現金及び現金同等物 84,328 

※２          ────── ※２ 営業の譲受けにより増加した資産の主な内容 

   百万円

有形固定資産 591 

営業権 237 

その他無形固定資産 5 

   資産合計 835 

営業の譲受けによる支出 835 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

784 443 341 

有形固定資産
「その他」 

754 442 312 

無形固定資産
「その他」 

132 39 93 

合計 1,672 925 746 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

783 495 287 

有形固定資産
「その他」 

768 402 365 

無形固定資産
「その他」 

32 9 23 

合計 1,584 907 676 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）        同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 253百万円 

１年超 493百万円 

合計 746百万円 

 １年内 263百万円 

 １年超 413百万円 

 合計 676百万円 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

（注）        同左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 299百万円 

減価償却費相当額 306百万円 

支払リース料 291百万円 

減価償却費相当額 291百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

２．オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料    

 １年内 22百万円 

 １年超 198百万円 

 合計 220百万円 

２．オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料    

 １年内 22百万円 

 １年超 176百万円 

 合計 198百万円 

──────  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

（前連結会計年度） 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成17年３月31日現在） 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成17年３月31日現在） 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成17年３月31日現在） 

 種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(1）株式 3,597 10,791 7,193 

(2）債券    

国債・地方債等 757 763 6 

社債 150 150 0 

その他 － － － 

(3）その他 3,005 3,005 0 

小計 7,510 14,711 7,200 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 9,899 9,898 △0 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 9,899 9,898 △0 

合計 17,409 24,610 7,200 

 
   

（単位：百万円）

売却額 
 

売却益の合計額 
 

売却損の合計額 

4,000  －  － 

その他有価証券   

非上場株式 4,314百万円

優先出資証券 3,000百万円

 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

(1）債券     

国債・地方債等 － 763 － － 

社債 10,048 － － － 

その他 － － － － 

(2）その他 － － － 6,005 

合計 10,048 763 － 6,005 



（当連結会計年度） 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日現在） 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成18年３月31日現在） 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成18年３月31日現在） 

 種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(1）株式 10,823 26,166 15,343 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 7,499 7,499 0 

その他 － － － 

(3）その他 3,406 3,406 0 

小計 21,728 37,072 15,344 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

(1）株式 382 248 △134 

(2）債券    

国債・地方債等 732 728 △3 

社債 32,594 32,589 △4 

その他 300 300 △0 

(3）その他 － － － 

小計 34,009 33,867 △142 

合計 55,737 70,940 15,202 

 
   

（単位：百万円）

売却額 
 

売却益の合計額 
 

売却損の合計額 

0  －  1 

その他有価証券   

非上場株式 4,227百万円

優先出資証券 3,000百万円

 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

(1）債券     

国債・地方債等 － 728 － － 

社債 40,088 － － － 

その他 300 － － － 

(2）その他 400 － － 6,006 

合計 40,788 728 － 6,006 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）取引の内容、利用目的 

当社グループは、外貨建取引に係る為替変動リスク

を回避する目的で通貨スワップ取引を利用しており

ます。 

また、資金調達における金利変動リスクを低減する

目的で金利スワップ取引を利用しております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を 

行っております。 

(1）取引の内容、利用目的 

同左 

①ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

通貨関連：通貨スワップ取引 

金利関連：金利スワップ取引 

①ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

通貨関連：外貨建取引 

金利関連：社債 

ヘッジ対象 

同左 

②ヘッジ有効性の評価の方法 

通貨スワップ取引に関しては、為替相場の変動に

よるキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するも

のと想定されるため、ヘッジの有効性の判定は省

略しております。 

金利スワップ取引に関しては、取引開始時にシ 

ミュレーション計算を行い、その有効性について

承認を受けており、決算期ごと（中間期を含む）

に、個別の取引毎にヘッジ対象の相場変動の累計

とヘッジ手段の相場変動の累計とを比較し、その

変動額の比率によって有効性を判定しておりま

す。また、金利スワップの特例処理によっている

取引については、ヘッジの有効性の判定は省略し

ております。 

②ヘッジ有効性の評価の方法 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

当社グループは、将来予想される外貨需要の範囲内

で通貨スワップ取引に、また、社債残高の範囲内で

金利スワップ取引に取り組んでおり、投機的な取引

は行わない方針です。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

 



２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

 デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しており、該当事項はありません。 

当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

 デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しており、該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）取引に係るリスクの内容 

当社グループが利用している通貨スワップ取引は、

為替相場の変動によるリスクを有しており、金利ス

ワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを有し

ております。 

なお、取引の契約先は国際的に優良な金融機関に限

定しており、契約不履行に係る信用リスクはほとん

どないと判断しております。 

(3）取引に係るリスクの内容 

同左 

(4）取引に係るリスク管理体制 

当社グループでは、リスク管理のための事務取扱手

続を制定し、取引実施部署において厳正な管理を行

い、内部牽制機能が有効に作用する体制をとってお

ります。 

(4）取引に係るリスク管理体制 

同左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりまし

たが、当社は、平成17年７月１日付で従来の適格退職年金制度から確定給付企業年金法に基づく規約型企業

年金制度へ移行し、キャッシュバランスプランを導入いたしました。また、年金受給権者については閉鎖年

金へ移行しております。 

また、従業員の自己都合による退職を支援する目的で支払う割増退職金もあります。 

２．退職給付債務に関する事項 

 （注） 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しておりましたが、当連結会計年度より、一部の

子会社は原則法に変更しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

 （注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在）
当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在）

イ．退職給付債務（百万円） △20,536 △21,040 

ロ．年金資産（百万円） 14,439 15,529 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）（百万円） △6,096 △5,511 

ニ．会計基準変更時差異の未処理額（百万円） 3,163 2,744 

ホ．未認識数理計算上の差異（百万円） 892 325 

ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額）（百万円） － 262 

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）(百万円) △2,041 △2,179 

チ．前払年金費用（百万円） 11 127 

リ．退職給付引当金（ト－チ）（百万円） △2,052 △2,307 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

イ．勤務費用（百万円） 1,281 1,296 

ロ．利息費用（百万円） 375 395 

ハ．期待運用収益（百万円） △440 △423 

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額（百万円） 316 307 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 85 86 

ヘ．過去勤務債務の費用処理額（百万円） － 13 

ト．臨時に支払った割増退職金（百万円） 625 635 

チ．閉鎖年金移行に伴う費用（百万円） － 153 

リ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト＋チ） 

（百万円） 
2,244 2,464 



４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

ロ．割引率（％） 2.0  主として2.0 

ハ．期待運用収益率（％） 3.5  3.0 

ニ．過去勤務債務の額の処理年数（年） －  15 

（発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による

定額法により按分した額を発生

した連結会計年度から費用処理

しております。） 

ホ．数理計算上の差異の処理年数（年） 15 

（各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理しております。） 

 主として15 

（各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理しております。） 

ヘ．会計基準変更時差異の処理年数（年） 15  同左 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

百万円 百万円 

繰延税金資産  

連結子会社の繰越欠損金 3,582

チケット前受金益金算入 2,513

投資有価証券評価損否認 2,059

未払賞与否認 1,364

退職給付引当金損金算入限度超過額 825

未払事業税否認 632

役員退職慰労引当金否認 225

その他 1,054

繰延税金資産小計 12,256

評価性引当額 △3,672

繰延税金資産合計 8,584

繰延税金負債  

その他有価証券時価評価に伴う評価

差額 
△2,912

繰延税金資産の純額 5,672

繰延税金資産  

連結子会社の繰越欠損金 3,343

チケット前受金益金算入 2,581

投資有価証券評価損否認 2,093

未払賞与否認 1,407

退職給付引当金損金算入限度超過額 929

未払事業税否認 630

その他 1,066

繰延税金資産小計 12,052

評価性引当額 △3,381

繰延税金資産合計 8,670

繰延税金負債  

その他有価証券時価評価に伴う評価

差額 
△6,150

繰延税金資産の純額 2,519

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．        ────── 

 ％

法定実効税率 40.4 

（調整）  

連結子会社の繰越欠損金未認識純額 3.4 

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.5 

ＩＴ投資減税による税額控除 △0.3 

持分法適用による影響 △0.3 

その他 △0.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.4 

 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

製品の種類・性質及び販売市場の類似性などを考慮し、テーマパーク事業、複合型商業施設事業、リテイル

事業及びその他の事業の４事業に区分しております。 

２．各事業区分の主な事業内容 

(1）テーマパーク事業  ： テーマパーク及び東京ディズニーシー・ホテルミラコスタの経営・運営 

(2）複合型商業施設事業 ： イクスピアリ及びディズニーアンバサダーホテルの経営・運営 

(3）リテイル事業    ： ディズニーストアの経営・運営 

(4）その他の事業    ： モノレールの経営・運営、パーム＆ファウンテンテラスホテルの経営・運営、グ

ループ内従業員食堂の運営、テーマレストランの経営・運営ほか 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、34,687百万円であり、その主なものは、親会

社の余資運用資金（現金及び預金、有価証券）及び長期投資資金（投資有価証券）等であります。 

５．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額が含まれております。 

  

テーマ 

パーク事業 

（百万円） 

複合型商業

施設事業 

（百万円） 

リテイル 

事業 

（百万円） 

その他の 

事業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又 

は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 276,336 22,237 23,949 8,570 331,094 － 331,094 

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
705 848 441 23,770 25,766 (25,766) － 

計 277,041 23,086 24,391 32,341 356,860 (25,766) 331,094 

営業費用 248,083 20,754 21,348 32,422 322,609 (26,076) 296,532 

営業利益 28,957 2,331 3,043 △81 34,251 310 34,561 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
       

資産 509,632 57,427 10,784 52,521 630,366 29,858 660,224 

減価償却費 38,895 3,010 489 2,242 44,637 (83) 44,554 

資本的支出 38,371 1,009 978 6,616 46,974 (119) 46,855 



当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

製品の種類・性質及び販売市場の類似性などを考慮し、テーマパーク事業、複合型商業施設事業、リテイル

事業及びその他の事業の４事業に区分しております。 

２．各事業区分の主な事業内容 

(1）テーマパーク事業  ： テーマパーク及び東京ディズニーシー・ホテルミラコスタの経営・運営 

(2）複合型商業施設事業 ： イクスピアリ及びディズニーアンバサダーホテルの経営・運営 

(3）リテイル事業    ： ディズニーストアの経営・運営 

(4）その他の事業    ： パーム＆ファウンテンテラスホテルの経営・運営、モノレールの経営・運営、グ

ループ内従業員食堂の運営、テーマレストランの経営・運営ほか 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、98,910百万円であり、その主なものは、親会

社の余資運用資金（現金及び預金、有価証券）及び長期投資資金（投資有価証券）等であります。 

５．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額が含まれております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域への売上高がないため該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域への売上高がないため該当事項はありません。 

  

テーマ 

パーク事業 

（百万円） 

複合型商業

施設事業 

（百万円） 

リテイル 

事業 

（百万円） 

その他の 

事業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又 

は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 276,281 22,765 21,466 12,372 332,885 － 332,885 

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
764 831 569 25,686 27,851 (27,851) － 

計 277,045 23,596 22,035 38,059 360,736 (27,851) 332,885 

営業費用 250,751 21,606 21,105 36,885 330,349 (28,068) 302,280 

営業利益 26,294 1,989 930 1,173 30,387 217 30,604 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
       

資産 504,772 56,353 10,714 52,602 624,442 94,423 718,865 

減価償却費 37,375 3,040 613 2,437 43,466 (92) 43,373 

資本的支出 39,169 1,513 589 1,988 43,260 (131) 43,129 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

関連当事者との取引の金額が僅少であるため、記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

関連当事者との取引の金額が僅少であるため、記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 3,890円51銭

１株当たり当期純利益    171円19銭

１株当たり純資産額      3,950円49銭

１株当たり当期純利益       162円73銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載して

おりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載して

おりません。 

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益（百万円） 17,224 15,703 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 85 60 

（うち利益処分による役員賞与） 

（百万円） 
(85) (60) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 17,139 15,643 

普通株式の期中平均株式数（千株） 100,121 96,134 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

平成17年６月14日、当社は、平成17年５月17日開催の取

締役会決議に基づき、経営環境の変化に対応し、機動的

な資本政策の実行の一環として自己株式の取得をしてお

ります。 

なお、上記の自己株式の取得に対応するため、株式会社

みずほコーポレート銀行を主幹事行として、13金融機関

との間でシンジケートローン契約を締結し、総額310億円

の資金を調達いたしました。 

(1）取得した株式の種類 普通株式 

(2）取得した株式の総数 5,000,000株 

   （発行済株式総数に対する割合 4.99％） 

(3）株式の取得価額の総額 30,250百万円 

(4）取得の方法 公開買付け 

────── 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．（  ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

２．連結決算日後５年以内における償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、期末借入金等残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年以内におけ

る１年ごとの返済予定額は以下のとおりであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

㈱オリエンタルランド 第１回無担保社債 
平成10年 

４月15日 
100,000 100,000 2.60 無担保社債 

平成20年 

４月15日 

㈱オリエンタルランド 第２回無担保社債 
平成11年 

６月１日 
30,000 

30,000 

(30,000) 
1.35 無担保社債 

平成18年 

６月１日 

㈱オリエンタルランド 第５回無担保社債 
平成12年 

４月11日 

10,000 

(10,000) 

－ 

(－) 
1.42 無担保社債 

平成17年 

４月11日 

㈱オリエンタルランド 第６回無担保社債 
平成16年 

５月７日 
20,000 20,000 0.73 無担保社債 

平成21年 

５月７日 

㈱オリエンタルランド 第７回無担保社債 
平成18年 

３月23日 
－ 30,000 1.86 無担保社債 

平成28年 

３月23日 

㈱オリエンタルランド 第８回無担保社債 
平成18年 

３月23日 
－ 20,000 1.29 無担保社債 

平成23年 

３月23日 

合計 － － 
160,000 

(10,000) 

200,000 

(30,000) 
－ － － 

１年以内（百万円） 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

30,000 － 100,000 20,000 20,000 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 － － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 5,200 － － － 

長期借入金 

（１年以内に返済予定のものを除く。） 
19,000 50,000 0.54 

平成22年３月31日 

～ 

平成24年３月30日 

その他の有利子負債     

建物延払条件付譲渡契約による長期未払金 

（１年以内返済） 
1,298 1,298 2.15 － 

建物延払条件付譲渡契約による長期未払金 

（１年超） 
16,881 15,583 2.15 平成31年３月17日 

その他長期未払金（１年以内返済） 5 5 4.18 － 

その他長期未払金（１年超） 63 57 4.18 平成30年１月４日 

合計 42,448 66,944 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 － － 10,800 34,000 

その他の有利子負債 1,303 1,303 1,303 1,303 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第45期 

（平成17年３月31日現在） 
第46期 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ．流動資産        

１．現金及び預金   46,181   46,351  

２．売掛金   8,426   9,701  

３．有価証券   10,048   40,788  

４．商品   3,104   3,359  

５．原材料   419   476  

６．貯蔵品   2,062   2,097  

７．前払費用   1,503   721  

８．繰延税金資産   4,241   4,272  

９．短期貸付金   －   15,968  

10．その他の流動資産   5,295   3,553  

流動資産合計   81,284 12.4  127,290 17.8 

Ⅱ．固定資産        

１．有形固定資産         

(1）建物 ※１ 305,620   316,522   

減価償却累計額   100,127 205,493  107,991 208,531  

(2）構築物  138,585   143,359   

減価償却累計額   56,627 81,957  61,427 81,932  

(3）機械及び装置  173,168   176,684   

減価償却累計額   111,054 62,113  121,876 54,808  

(4）船舶  4,441   4,533   

減価償却累計額   2,590 1,851  3,287 1,246  

(5）車両運搬具  6,168   5,922   

減価償却累計額   4,038 2,130  4,346 1,576  

(6）工具・器具及び備品  54,028   56,084   

減価償却累計額   35,742 18,285  40,688 15,396  

(7）土地 ※１  92,304   94,714  

(8）建設仮勘定   11,939   18,755  

有形固定資産合計   476,075 72.7  476,959 66.7 

２．無形固定資産        

(1）営業権   －   190  

(2）商標権   3   2  

(3）ソフトウェア   2,717   4,465  

(4）水道施設利用権   5,220   4,763  

(5）その他の無形固定資
産 

  896   827  

無形固定資産合計   8,838 1.4  10,249 1.4 

 



  
第45期 

（平成17年３月31日現在） 
第46期 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※２  20,782   27,121  

(2）関係会社株式   11,464   20,158  

(3）出資金   847   842  

(4）従業員長期貸付金   18   16  

(5）関係会社長期貸付金   43,211   43,661  

(6）長期前払費用   6,314   5,164  

(7）繰延税金資産   469   －  

(8）その他の投資   5,380   4,327  

(9）貸倒引当金   △177   △179  

投資その他の資産合計   88,311 13.5  101,110 14.1 

固定資産合計   573,224 87.6  588,320 82.2 

Ⅲ．繰延資産        

１．社債発行差金   1   18  

繰延資産合計   1 0.0  18 0.0 

資産合計   654,511 100.0  715,629 100.0 

        

 



  
第45期 

（平成17年３月31日現在） 
第46期 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ．流動負債        

１．買掛金   12,340   12,520  

２．一年以内に償還する社
債 

  10,000   30,000  

３．一年以内に返済する長
期借入金 

  5,200   －  

４．未払金 ※１  10,626   15,659  

５．未払費用   7,291   7,520  

６．未払法人税等   5,641   5,583  

７．未払消費税等   1,498   1,152  

８．前受金 ※２  9,666   10,003  

９．預り金 ※５  8,945   11,247  

10．その他の流動負債   70   65  

流動負債合計    71,280 10.9   93,751 13.1 

Ⅱ．固定負債        

１．社債   150,000   170,000  

２．長期借入金   19,000   50,000  

３．長期未払金 ※１  16,881   15,999  

４．繰延税金負債   －   2,820  

５．退職給付引当金   1,662   1,838  

６．役員退職慰労引当金   557   －  

７．その他の固定負債   2,702   1,598  

固定負債合計   190,804 29.1  242,256 33.9 

負債合計   262,084 40.0  336,008 47.0 

        

（資本の部）        

Ⅰ．資本金 ※３  63,201 9.7  63,201 8.8 

Ⅱ．資本剰余金        

１．資本準備金  111,403   111,403   

資本剰余金合計   111,403 17.0  111,403 15.6 

Ⅲ．利益剰余金        

１．利益準備金  1,142   1,142   

２．任意積立金        

(1）別途積立金  191,200   206,200   

３．当期未処分利益  21,202   18,893   

利益剰余金合計   213,545 32.6  226,236 31.6 

Ⅳ．その他有価証券評価差額
金 

  4,288 0.7  9,043 1.2 

Ⅴ．自己株式 ※４  △11 △0.0  △30,263 △4.2 

資本合計   392,426 60.0  379,620 53.0 

負債・資本合計   654,511 100.0  715,629 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
第45期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

Ⅰ．営業収益        

１．アトラクション・ショ
ー収入 

 122,565   121,731   

２．商品販売収入  89,116   89,359   

３．飲食販売収入  50,476   50,736   

４．その他の収入  9,277 271,435 100.0 10,211 272,039 100.0 

Ⅱ．営業費用        

１．売上原価        

(1）商品売上原価  41,942   41,915   

(2）飲食売上原価  21,524   21,367   

(3）人件費  42,390   43,562   

(4）その他の営業費  124,357 230,215 84.8 127,331 234,177 86.1 

売上総利益   41,220 15.2  37,862 13.9 

２．一般管理費 ※１  13,921 5.1  14,107 5.2 

営業利益   27,298 10.1  23,754 8.7 

Ⅲ．営業外収益 ※２       

１．受取利息  425   358   

２．有価証券利息  129   107   

３．受取配当金  5,481   4,985   

４．受取保険金・保険配当
金 

 386   317   

５．レバレッジドリース投
資利益 

 1,429   －   

６．雑収入  833 8,685 3.2 624 6,393 2.4 

Ⅳ．営業外費用        

１．支払利息  612   653   

２．社債利息  3,209   3,135   

３．退職給付費用  625   635   

４．雑支出  756 5,203 2.0 773 5,197 1.9 

経常利益   30,780 11.3  24,950 9.2 

 



  
第45期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

Ⅴ．特別利益        

１．関係会社株式売却益   85 85 0.0 － － － 

Ⅵ．特別損失        

１．固定資産除却損 ※３ 565   －   

２．投資有価証券評価損  401   85   

３．関係会社株式売却損   191     －     

４．退職給付費用   － 1,158 0.4 153 238 0.1 

税引前当期純利益   29,707 10.9  24,711 9.1 

法人税、住民税及び事
業税 

 9,692    8,004    

法人税等調整額  204 9,896 3.6 27 8,031 3.0 

当期純利益   19,811 7.3  16,680 6.1 

前期繰越利益   2,893   4,115  

中間配当額   1,501   1,902  

当期未処分利益   21,202   18,893  

        



売上原価明細書 

 （注）１．構成比は、売上原価合計額を100として算出しております。 

２．飲食売上原価は、実際総合原価計算によっております。 

  
第45期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

１．商品売上原価      

商品期首たな卸高  2,179  3,104  

当期商品仕入高  42,867  42,171  

小計  45,047  45,275  

商品期末たな卸高  3,104  3,359  

  41,942 18.2 41,915 17.9 

２．飲食売上原価      

材料費      

材料期首たな卸高  346  419  

当期材料仕入高  14,333  14,155  

小計  14,680  14,575  

材料期末たな卸高  419  476  

  14,260  14,098  

人件費      

給料・手当  4,795  4,778  

賞与  363  320  

その他  568  546  

  5,727  5,644  

経費      

水道光熱費  564  533  

減価償却費  402  432  

その他  568  657  

  1,536  1,623  

  21,524 9.4 21,367 9.1 

３．人件費      

給料・手当  33,094  34,439  

賞与  4,535  4,380  

その他  4,761  4,741  

  42,390 18.4 43,562 18.6 

４．その他の営業費      

営業資材費  10,690  10,976  

施設更新関連費  11,986  12,794  

エンターテイメント・
ショー製作費 

 13,463  14,487  

業務委託費  7,875  8,658  

販促活動費  8,013  8,523  

ロイヤルティー  18,534  18,467  

租税公課  5,322  5,275  

減価償却費  38,754  37,887  

その他  9,716  10,260  

  124,357 54.0 127,331 54.4 

合計  230,215 100.0 234,177 100.0 



③【利益処分計算書】 

 （注）１．平成16年12月７日に1,501百万円（１株につき15円）の中間配当を実施しております。 

２．平成17年12月６日に1,902百万円（１株につき20円）の中間配当を実施しております。 

  
第45期 

（株主総会承認日 
 平成17年６月29日） 

第46期 
（株主総会承認日 
 平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ．当期未処分利益   21,202  18,893 

Ⅱ．利益処分額      

１．配当金  2,002  2,378  

  
（1株につき 

20円）
 

（1株につき 
  25円）

 

２．役員賞与金  85  60  

（うち監査役賞与金）  (6)  (5)  

３．任意積立金      

別途積立金  15,000 17,087 11,500 13,938 

Ⅲ．次期繰越利益   4,115  4,955 

      



重要な会計方針 

項目 
第45期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

（時価のあるもの） 

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

(2）その他有価証券 

（時価のあるもの） 

同左 

 （時価のないもの） 

移動平均法による原価法 

（時価のないもの） 

同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

（店舗商品）売価還元法による原価法 

（倉庫商品）移動平均法による原価法 

(2）原材料 移動平均法による原価法 

(3）貯蔵品 移動平均法による原価法 

(1）商品 

（店舗商品）   同左 

（倉庫商品）   同左 

(2）原材料    同左 

(3）貯蔵品    同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

東京ディズニーランド他 

(1）有形固定資産 

同左 

 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く。）については、定額法を採用

しております。 

 

 東京ディズニーシー、東京ディズ 

ニーシー・ホテルミラコスタ、イク

スピアリ、ディズニーアンバサダー

ホテル 

 

 定額法 

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

 

 (2）無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準に 

よっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。 

(2）無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準に 

よっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。 

また、営業権については、投資の効

果が及ぶ期間（５年）で均等償却し

ております。 

 (3）長期前払費用 

均等償却 

なお、償却年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準に 

よっております。 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
第45期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．繰延資産の処理方法 (1）社債発行費 

支出時に全額費用として処理 

(2）社債発行差金 

社債の償還期間にわたって均等償却 

(3）    ────── 

(1）社債発行費 

同左 

(2）社債発行差金 

同左 

(3）開発費 

支出時に全額費用として処理 

６．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

同左 

７．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異（4,744百

万円）については、15年による均等

額を費用処理しております。 

また、数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌期から費用処理

しております。 

(2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

会計基準変更時差異（4,573百万円）

については、15年による均等額を費

用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定額法により按

分した額を発生した期から費用処理

しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（15年）に

よる定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌期から費用処理してお

ります。 

     ────── （追加情報） 

 平成17年７月１日付で従来の適格退

職年金制度から確定給付企業年金法

に基づく規約型企業年金制度へ移行

し、キャッシュバランスプランを導

入しております。また、年金受給権

者については閉鎖年金へ移行したこ

とにより、退職給付制度のうち終了

した部分に対応する未認識差異（153

百万円）を特別損失「退職給付費

用」に計上しております。 

 



項目 
第45期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に充てるた

め、内規に基づく要支給額を計上し

ております。 

役員退職慰労引当金は、商法施行規

則第43条に規定する引当金でありま

す。 

(3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に充てるた

め、内規に基づく要支給額を計上し

ておりましたが、平成17年６月29日

開催の定時株主総会において役員退

職慰労金制度の廃止を決議し、これ

に伴い役員退職慰労金に係る内規を

廃止いたしました。 

上記決議に基づき、当期において役

員退職慰労引当金を全額取崩し、打

ち切り支給額の未払分416百万円につ

いては長期未払金に含めて表示して

おります。 

８．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・ 

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

９．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

（通貨スワップ取引） 

繰延ヘッジ処理（振当処理）によっ

ております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

（通貨スワップ取引） 

同左 

 （金利スワップ取引） 

繰延ヘッジ処理を採用しており、金

利スワップの特例処理の要件を充た

している場合は、特例処理によって

おります。 

（金利スワップ取引） 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

通貨関連：通貨スワップ取引 

金利関連：金利スワップ取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

 ヘッジ対象 

通貨関連：外貨建取引 

金利関連：社債 

ヘッジ対象 

同左 

 (3）ヘッジ方針 

リスク管理方針に基づき、為替変動

リスクを回避すること及び金利変動

リスクを低減することを目的として

おり、投機的な取引は行わない方針

であります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 



項目 
第45期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

（通貨スワップ取引） 

為替相場の変動によるキャッシュ・

フロー変動を完全に相殺するものと

想定されるため、ヘッジの有効性の

判定は省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

（通貨スワップ取引） 

同左 

 （金利スワップ取引） 

取引開始時にシミュレーション計算

を行い、その有効性について承認を

受けており、決算期ごと（中間期を

含む）に、個別の取引毎にヘッジ対

象の相場変動の累計とヘッジ手段の

相場変動の累計とを比較し、その変

動額の比率によって有効性を判定し

ております。また、金利スワップの

特例処理によっている取引について

は、ヘッジの有効性の判定は省略し

ております。 

（金利スワップ取引） 

同左 

 (5）その他 

リスク管理方針に基づき、取引実施

部署において厳正な管理を行い、内

部牽制機能が有効に作用する体制を

とっております。 

(5）その他 

同左 

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

追加情報 

第45期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用しております。これに

よる損益に与える影響はありません。 

第45期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （貸借対照表関係） 

１．前期において流動資産の「その他の流動資産」に含め

て表示しておりました「短期貸付金」は、当期におい

て資産の総額の100分の1を超えたため、区分掲記する

ことといたしました。 

なお、前期における流動資産の「その他の流動資産」

に含まれている「短期貸付金」は、3,112百万円であ

ります。 

（損益計算書関係） 

１．前期において営業外収益の「雑収入」に含めて表示し

ておりました「レバレッジドリース投資利益」は、当

期において営業外収益の総額の100分の10を超えたた

め、区分掲記することといたしました。 

なお、前期における営業外収益の「雑収入」に含まれ

ている「レバレッジドリース投資利益」は、259百万

円であります。 

２．前期において営業外費用の「雑支出」に含めて表示し

ておりました「退職給付費用」は、当期において営業

外費用の総額の100分の10を超えたため、区分掲記す

ることといたしました。 

なお、前期における営業外費用の「雑支出」に含まれ

ている「退職給付費用」は、110百万円であります。 

────── 

第45期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示方法） 

実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表され

たことに伴い、当期から同実務対応報告に基づき、法人

事業税の付加価値割及び資本割565百万円を一般管理費と

して処理しております。 

────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第45期 
（平成17年３月31日現在） 

第46期 
（平成18年３月31日現在） 

※１ 担保に供している資産は次のとおりであります。 ※１ 担保に供している資産は次のとおりであります。 

 科目名称  帳簿価額

   百万円

担保資産 建物  43,996 

 土地  4,421 

 合計  48,417 

上記に対応

する債務 

未払金  1,298 

長期未払金  16,881 

 合計  18,180 

 科目名称  帳簿価額

   百万円

担保資産 建物  42,343 

 土地  4,421 

 合計  46,764 

上記に対応

する債務 

未払金  1,298 

長期未払金  15,583 

 合計  16,881 

※２ 前払式証票の規制等に関する法律に基づき700百万

円（対応する債務、前受金491百万円)、宅地建物

取引業法に基づき9百万円、旅行業法に基づき37百

万円、投資有価証券を供託しております。 

※２ 前払式証票の規制等に関する法律に基づき693百万

円（対応する債務、前受金476百万円)、宅地建物

取引業法に基づき9百万円、旅行業法に基づき10百

万円、投資有価証券を供託しております。 

※３ 会社が発行する株式総数並びに発行済株式総数 ※３ 会社が発行する株式総数並びに発行済株式総数 

会社が発行する株式総数   

普通株式 330,000,000株 

発行済株式総数   

普通株式 100,122,540株 

会社が発行する株式総数   

普通株式 330,000,000株 

発行済株式総数   

普通株式 100,122,540株 

※４ 自己株式の保有数 ※４ 自己株式の保有数 

普通株式 1,683株 普通株式 5,001,951株

※５ 関係会社に対する負債 ※５ 関係会社に対する負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。 

預り金 8,078百万円 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。 

預り金 10,206百万円 

 ６ 偶発債務  ６ 偶発債務 

連結子会社の取引先への仕入債務等に対して債務

保証を行っております。 

㈱アールシー・ジャパン 220百万円 

㈱リテイルネットワークスほか 18百万円 

連結子会社の取引先への仕入債務等に対して債務

保証を行っております。 

㈱アールシー・ジャパン 198百万円 

㈱Ｅプロダクションほか 24百万円 

 ７ 配当制限  ７ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は4,288百万

円であります。 

旧商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は9,043百

万円であります。 



（損益計算書関係） 

第45期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 「一般管理費」の主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

※１ 「一般管理費」の主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

 百万円

役員報酬 376 

給料・手当 2,403 

賞与 922 

役員退職慰労引当金繰入額 83 

福利厚生・独身寮維持費 1,408 

研修・募集費 869 

保険・賃借料 242 

業務委託費 2,805 

減価償却費 1,686 

 百万円

役員報酬 385 

給料・手当 2,675 

賞与 1,076 

役員退職慰労引当金繰入額 9 

福利厚生・独身寮維持費 1,461 

研修・募集費 882 

保険・賃借料 250 

業務委託費 2,623 

減価償却費 1,191 

※２ 「営業外収益」に属する関係会社との取引額 ※２ 「営業外収益」に属する関係会社との取引額 

受取利息 422百万円 

受取配当金 5,380百万円 

雑収入 244百万円 

受取利息 355百万円 

受取配当金 4,874百万円 

雑収入 237百万円 

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

 百万円

建物 468 

構築物 95 

工具・器具及び備品 1 

    計 565 

※３         ──────    



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月

31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

第45期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

車両運搬具 407 227 179 

工具・器具及
び備品 

77 77 － 

合計 484 305 179 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

車両運搬具 393 255 138 

合計 393 255 138 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）        同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 62百万円 

１年超 117百万円 

合計 179百万円 

１年内 51百万円 

１年超 86百万円 

合計 138百万円 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

（注）        同左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 68百万円 

減価償却費相当額 68百万円 

支払リース料 65百万円 

減価償却費相当額 65百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

──────  （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 



（税効果会計関係） 

第45期 
（平成17年３月31日現在） 

第46期 
（平成18年３月31日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

百万円 百万円 

繰延税金資産  

チケット前受金益金算入 2,513

投資有価証券評価損否認 2,059

未払賞与否認 987

退職給付引当金損金算入限度超過額 672

未払事業税否認 495

役員退職慰労引当金否認 225

減価償却費損金算入限度超過額 109

その他 558

繰延税金資産小計 7,622

繰延税金負債  

その他有価証券時価評価に伴う評価

差額 
△2,912

繰延税金資産の純額 4,710

繰延税金資産  

チケット前受金益金算入 2,581

投資有価証券評価損否認 2,093

未払賞与否認 1,006

退職給付引当金損金算入限度超過額 743

未払事業税否認 494

その他 677

繰延税金資産小計 7,596

繰延税金負債  

その他有価証券時価評価に伴う評価

差額 
△6,144

繰延税金資産の純額 1,452

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 ％

法定実効税率 40.4 

（調整）  

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 

△7.2 

ＩＴ投資減税による税額控除 △0.2 

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.4 

その他 △0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.3 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 ％

法定実効税率 40.4 

（調整）  

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 

△7.9 

ＩＴ投資減税による税額控除 △0.5 

その他 0.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.5 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

第45期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 3,918円68銭

１株当たり当期純利益 197円03銭

１株当たり純資産額      3,990円31銭

１株当たり当期純利益    172円89銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載して

おりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載して

おりません。 

 
第45期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（百万円） 19,811 16,680 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 85 60 

（うち利益処分による役員賞与） 

（百万円） 
(85) (60) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 19,726 16,620 

普通株式の期中平均株式数（千株） 100,121 96,134 

第45期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

平成17年６月14日、当社は、平成17年５月17日開催の取

締役会決議に基づき、経営環境の変化に対応し、機動的

な資本政策の実行の一環として自己株式の取得をしてお

ります。 

なお、上記の自己株式の取得に対応するため、株式会社

みずほコーポレート銀行を主幹事行として、13金融機関

との間でシンジケートローン契約を締結し、総額310億円

の資金を調達いたしました。 

(1）取得した株式の種類 普通株式 

(2）取得した株式の総数 5,000,000株 

   （発行済株式総数に対する割合 4.99％） 

(3）株式の取得価額の総額 30,250百万円 

(4）取得の方法 公開買付け 

────── 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

   

三井トラスト・ホールディングス㈱ 5,039,641 8,673 

㈱みずほフィナンシャルグループ 4,064 3,913 

㈱みずほフィナンシャルグループ 

第11回第11種優先株式 
3,000 3,000 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 762 991 

㈱千葉銀行 929,000 972 

住友信託銀行㈱ 529,500 721 

㈱ホテルオークラ東京ベイ 8,400 420 

㈱京葉銀行 516,000 418 

㈱ディーワンダーランド 911,900 248 

㈱千葉興業銀行 97,300 232 

その他14銘柄 431,552 809 

小計 8,471,119 20,401 

計 8,471,119 20,401 



【債券】 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 
その他有

価証券 

（ＣＰ）   

東京リース 3,000 2,999 

日通商事 3,000 2,999 

モルガンスタンレー証券 3,000 2,999 

日産フィナンシャルサービス 3,000 2,999 

野村證券 3,000 2,999 

四国電力 3,000 2,998 

みずほ証券 3,000 2,997 

豊田通商 2,000 1,999 

明治乳業 2,000 1,999 

グンゼ 2,000 1,999 

王子製紙 2,000 1,999 

東銀リース 2,000 1,998 

ＵＦＪニコス 1,000 999 

オリックス 1,000 999 

オリックス 1,000 999 

芙蓉総合リース 1,000 999 

アクセント・ファンディング・ 

リミテッド 
1,000 999 

（ユーロ円ＭＴＮ）   

スミトモコーポレーション 

キャピタルヨーロッパ 
1,000 999 

ヒタチキャピタルアメリカ 

コーポレーション 
1,000 998 

（金融債）   

第40号商工債券 1,000 999 

金融債１銘柄 600 599 

（社債）   

社債１銘柄 500 500 

（資産担保証券）   

資産担保証券１銘柄 300 300 

小計 40,400 40,388 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

第29回利付国庫債券 700 693 

国債２銘柄 21 20 

小計 721 713 

計 41,121 41,102 



【その他】 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 
その他有

価証券 

（信託受益権）   

信託受益権１銘柄 400,000,000 400 

小計 400,000,000 400 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

（証券投資信託受益証券）   

ディー・ダブリュー・エス・ 

インベストメント・エス・エー・ 

ドイチェ・マネープラス 

300,000 3,006 

（優先出資証券）   

Mizuho Preferred Capital (Cayman) 1 

Limited Series B 
30 3,000 

小計 300,030 6,006 

計 400,300,030 6,406 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産        

建物 305,620 14,118 3,216 316,522 107,991 10,604 208,531 

構築物 138,585 5,298 524 143,359 61,427 5,265 81,932 

機械及び装置 173,168 5,856 2,340 176,684 121,876 13,017 54,808 

船舶 4,441 92 － 4,533 3,287 697 1,246 

車両運搬具 6,168 65 311 5,922 4,346 543 1,576 

工具・器具及び備品 54,028 3,844 1,788 56,084 40,688 6,569 15,396 

土地 92,304 2,410 － 94,714 － － 94,714 

建設仮勘定 11,939 24,470 17,653 18,755 － － 18,755 

有形固定資産計 786,255 56,157 25,835 816,577 339,617 36,697 476,959 

無形固定資産        

営業権 － 237 － 237 47 47 190 

商標権 10 － － 10 7 1 2 

ソフトウェア 22,700 3,419 432 25,688 21,222 1,269 4,465 

水道施設利用権 7,489 － － 7,489 2,726 456 4,763 

その他の無形固定資産 1,640 2 － 1,642 815 71 827 

無形固定資産計 31,841 3,659 432 35,069 24,819 1,846 10,249 

長期前払費用 14,206 102 2 14,307 9,142 1,250 5,164 

繰延資産        

社債発行差金 2 17 － 19 0 0 18 

繰延資産計 2 17 － 19 0 0 18 

建物 東京ディズニーリゾート立体駐車場 6,127百万円

建設仮勘定 
東京ディズニーシー新規アトラクション建設 

及び関連工事 
5,664百万円



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、5,001,951株であります。 

２．当期増加額は、前期利益処分に伴うものであります。 

【引当金明細表】 

 （注）平成17年６月29日開催の定時株主総会において役員退職慰労金制度の廃止を決定したことにより、役員退職慰労

引当金を全額取崩し、打ち切り支給額の未払分416百万円については長期未払金に計上しております。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 63,201 － － 63,201 

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（株）（注１） (100,122,540) － － (100,122,540) 

普通株式（百万円） 63,201 － － 63,201 

計（株） (100,122,540) － － (100,122,540) 

計（百万円） 63,201 － － 63,201 

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

（資本準備金） 
株式払込剰余金 
（百万円） 

111,403 － － 111,403 

計（百万円） 111,403 － － 111,403 

利益準備金及
び任意積立金 

（利益準備金） 
（百万円） 

1,142 － － 1,142 

（任意積立金） 
別途積立金 
（百万円）  （注２） 

191,200 15,000 － 206,200 

計（百万円） 192,342 15,000 － 207,342 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 177 2 － － 179 

役員退職慰労引当金 557 9 150 416 － 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

ａ．現金及び預金 

ｂ．売掛金 

(a）相手先別内訳 

(b）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

ｃ．商品 

区分 金額（百万円） 

現金 1,486 

預金  

当座預金 22,260 

普通預金 17,603 

譲渡性預金 5,000 

その他 0 

計 44,864 

合  計 46,351 

相手先 金額（百万円） 

㈱ジェーシービー 1,436 

㈱リテイルネットワークス 864 

第一生命保険(相) 438 

㈱イクスピアリ 434 

㈱舞浜リゾートホテルズ 415 

その他 6,112 

計 9,701 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(a) (b) (c) (d) 
(c) 

───── 
(a) ＋ (b)

× 100 

(a) ＋ (d) 
───── 
２ 

────── 
(b) 

───── 
365 

8,426 145,774 144,499 9,701 93.7 22.7 

品目 金額（百万円） 

玩具・雑貨 1,427 

衣料品 1,180 

菓子 168 

その他 583 

計 3,359 



ｄ．原材料 

ｅ．貯蔵品 

② 固定資産 

ａ．関係会社長期貸付金 

③ 流動負債 

ａ．買掛金 

④ 固定負債 

ａ．社債 

品目 金額（百万円） 

肉類・乳製品類 51 

加工食品 49 

魚介類 24 

青果物 19 

その他 331 

計 476 

品目 金額（百万円） 

メンテナンスパーツ 1,576 

コスチューム 205 

その他 315 

計 2,097 

相手先 金額（百万円） 

㈱舞浜リゾートライン 41,505 

㈱ＯＬＣ・ライツ・エンタテインメント 1,950 

㈱アールシー・ジャパン 206 

計 43,661 

相手先 金額（百万円） 

住友商事㈱ 522 

三井物産㈱ 427 

㈱ユーハイム 396 

㈱マッキャン・エリクソン 331 

千鳥屋 265 

その他 10,575 

計 12,520 

銘柄 金額（百万円） 

第１回無担保社債 100,000 

第６回無担保社債 20,000 

第７回無担保社債 30,000 

第８回無担保社債 20,000 

計 170,000 



ｂ．長期借入金 

（注） シンジケートローンの貸出人は㈱みずほコーポレート銀行ほか12社であります。 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

㈱みずほコーポレート銀行 8,000 

第一生命保険（相） 2,650 

中央三井信託銀行㈱ 2,150 

日本生命保険（相） 2,100 

㈱三井住友銀行 1,400 

シンジケートローン 31,000 

その他 2,700 

計 50,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100,000株券、50,000株券、10,000株券、5,000株券、1,000株券、100株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 
印紙税相当額（株券の場合、100株券への分割及び株券の名義人欄の満欄に

よる新券交付手数料は、無料としている。） 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 東京都内において発行する日本経済新聞に掲載 

株主に対する特典   

権利確定日 平成17年９月30日 平成18年３月31日 

有効期限 
平成19年１月末日 

(平成17年12月中旬発送) 

平成19年６月末日 

(平成18年６月上旬発送) 

株主用パスポート（「東京ディズニーランド」又は「東京ディズニーシー」、いずれかのパークで利用可能な１

デーパスポート） 

※１．当該パスポートは、１枚につき１名様に限り、東京ディズニーランド又は東京ディズニーシー、いずれか

のパークを１日楽しめる特別デザインのチケットです。 

（１日に当該パスポートで両方のパークをご利用いただくことはできません。） 

※２．12月31日の特別営業時間帯の他、「入園制限」及び「特別営業」が実施されているパークでは使用不可と

なります。 

100株以上…………………………………… １枚 

200株以上…………………………………… ２枚 

300株以上…………………………………… ３枚 

400株以上…………………………………… ４枚 

500株以上…………………………………… ５枚 

3,000株以上…………………………………… ６枚 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 (1) 自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自平成17年５月17日 至平成17年５月31日）平成17年６月15日関東財務局長に提出。 

 (2) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第45期）（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

 (3) 自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自平成17年６月１日 至平成17年６月30日）平成17年７月15日関東財務局長に提出。 

 (4) 半期報告書 

 （第46期中）（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）平成17年12月16日関東財務局長に提出。 

 (5) 発行登録書（普通社債）及びその添付書類 

 平成18年２月28日関東財務局長に提出。 

 (6) 発行登録追補書類（普通社債）及びその添付書類 

 平成18年３月15日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月29日

株式会社オリエンタルランド   

 取締役会 御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 亀岡 義一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 金子 寛人  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社オリエンタルランドの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社オリエンタルランド及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年5月17日開催の取締役会において自己株式の公開買付けを行う

ことを決議し、平成17年6月14日に自己株式500万株を取得した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月29日

株式会社オリエンタルランド   

 取締役会 御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 亀岡 義一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 金子 寛人  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社オリエンタルランドの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社オリエンタルランド及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月29日

株式会社オリエンタルランド   

 取締役会 御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 亀岡 義一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 金子 寛人  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社オリエンタルランドの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第45期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

オリエンタルランドの平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年5月17日開催の取締役会において自己株式の公開買付けを行う

ことを決議し、平成17年6月14日に自己株式500万株を取得した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月29日

株式会社オリエンタルランド   

 取締役会 御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 亀岡 義一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 金子 寛人  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社オリエンタルランドの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第46期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

オリエンタルランドの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 
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